
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

はじめに 
 

自殺対策基本法が成立した平成 18年（2006 年）以降、「個人の問題」と認識されがちであった自

殺は広く「社会の問題」と認識されるようになり、本市においても平成 31 年（2019 年）３月に吹

田市自殺対策計画を策定し、様々な関係機関と協働しながら自殺対策を推進してまいりました。し

かしながら、近年では、新型コロナウイルス感染症拡大の影響等で自殺の要因となり得る様々な問

題が悪化したことなどにより、全国的に女性や小中高生の自殺者数が増加している状況にあります。 

自殺は、その多くが追い込まれた末の死であり、その背景には、過労、生活困窮、育児や介護疲

れ、いじめや孤独・孤立などの様々な社会的要因があることが知られています。このため、自殺対

策は、「生きることの阻害要因（自殺のリスク要因）」を減らし、「生きることの促進要因（自殺に対

する保護要因）」を増やすことを通じて、社会全体の自殺リスクを低下させる方向で、強力に、かつ

総合的に推進することが重要です。 

第２次吹田市自殺対策計画は、平成 31 年（2019 年）に策定した吹田市自殺対策計画の後継とな

る計画です。第１次計画の基本的な考え方を踏襲しながらも、国が作成した自殺総合対策大綱や社

会情勢等を考慮し、「いのち支える自殺対策」という理念を前面に打ち出して、「誰も自殺に追い込

まれることのない社会の実現」を目指し、自殺対策の更なる推進を図るための計画として改定しま

した。 

一人でも多くの命をつなぐための自殺対策を進めるにあたり、市民や関係機関・関係団体、事業

者の皆様にもより一層のお力添えを賜りますようお願い申し上げます。 

結びに、本計画の策定にあたり、御尽力賜りました吹田市自殺対策推進懇談会の委員の皆様をは

じめ、市民意識調査やパブリックコメント等を通じて貴重な御意見をお寄せいただきました市民の

皆様、関係各位に厚くお礼申し上げます。 

 

令和６年（2024 年）３月 

吹田市  
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第１章 計画策定・見直しの趣旨等 
 

１ 計画策定の趣旨 

全国の年間自殺者数は、平成 10 年（1998 年）に急増して以来、14年連続して３万人を超える状

態が続いていましたが、平成 18 年（2006 年）に自殺対策基本法（以下「基本法」という。）が施行

されて以降、国を挙げて自殺対策が総合的に推進された結果、自殺者数は減少傾向に転じ、令和元

年（2019 年）は最少の 20,169 人となりました。しかし、新型コロナウイルス感染症発生後の令和

２年（2020 年）は 21,081 人と増加、令和３年（2021 年）は 21,007 人と減少したものの、令和４年

（2022 年）は 21,881 人となるなど変動が続いています（警察庁統計データより）。 

本市の自殺者数は、増減を繰り返しながら、近年ではやや増加傾向となっており、こうした状況

の中、平成 31 年（2019 年）３月に「吹田市自殺対策計画」（以下「第１次計画」という。）を策定

し、「誰も自殺に追い込まれることのないまち」を最終目標に掲げ、市民の暮らしに密着した広報、

啓発、相談支援等をはじめとして、本市の特性に応じた対策に取り組んでまいりました。 

第１次計画の最終年度にあたり、これまでの取組をさらに発展させ、地域の実情に即した自殺対

策を横断的に推進するとともに、新型コロナウイルス感染症の影響や子供・若者、女性の自殺者数

増加など、喫緊の課題へ対応するため令和４年（2022 年）10月に見直された国の自殺総合対策大綱

の理念に沿い、「第２次吹田市自殺対策計画」（以下「本計画」という。）を策定します。 
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２ 自殺対策の基本的な考え方 

本計画は、自殺総合対策大綱及び大阪府自殺対策計画と整合性を図りながら策定するものである

ことから、それらにおける基本的な考え方となっている「基本認識」、「基本方針」を本計画の基盤

として取組を推進します。 

 

（１）自殺の現状における基本認識（以下「基本認識」という。） 

➀ 自殺は、その多くが追い込まれた末の死である 

自殺は、人が自ら命を絶つ瞬間的な行為としてだけではなく、人が命を絶たざるを得ない状況

に追い込まれるプロセスとして、捉える必要があります。自殺に至る心理は、心理的に追い詰め

られ自殺以外の選択肢が考えられない状態に陥ることや、社会とのつながりの減少や生きていて

も役に立たないという役割喪失感、与えられた役割の大きさに対する過剰な負担感から、危機的

な状態にまで追い込まれてしまう過程と捉えることができるからです。 

自殺行動に至った人の大多数は、様々な悩みにより心理的に追い詰められた結果、抑うつ状態

にあったり、うつ病、アルコール依存症等の精神疾患を発症していたりするなど、これらの影響

により正常な判断を行うことができない状態になっていることが明らかになっています。 

このように、個人の自由な意思や選択の結果ではなく、「自殺は、その多くが追い込まれた末の

死」ということができます。 

 

➁ 年間自殺者数は減少傾向にあるが、非常事態はいまだ続いている 

基本法が成立した平成 18 年（2006 年）以後、全国的に自殺者数は減少傾向にありましたが、

新型コロナウイルス感染症拡大の影響で自殺の要因となり得る様々な問題が悪化したことなど

により、特に、女性や子供・若者の自殺者数が増えており、令和２年（2020 年）には全国の年間

自殺者数が 11年ぶりに前年を上回っています。 

また、全国で年間２万人以上、近年、本市においても 50人以上のかけがえのない命が失われて

おり、非常事態はいまだ続いていると言わざるを得ません。 

 

③ 新型コロナウイルス感染症拡大の影響を踏まえた対策の推進 

新型コロナウイルス感染症拡大により人との接触機会が減り、それが長期化することで、人と

の関わり合いや雇用形態を始めとした様々な変化が生じ、今後の影響も懸念されます。このため、

社会環境の変化等が自殺にどのような影響を与えているのかなどについて情報収集等を行うと

ともに、今後、感染症の拡大が生じているか否かを問わず、必要な自殺対策を実施することがで

きるよう進める必要があります。 

 

④ 地域レベルの実践的な取組についてＰＤＣＡサイクルを通じて推進する 

自殺対策を着実に推進するため、本計画に基づき、各種施策を実施した後に、実施結果は、毎

年各種施策の進捗状況の確認を行ったうえで、吹田市自殺対策推進庁内会議へ活動報告します。

また、本計画の見直し時期には、改めて市民の認識を確認したうえで、計画の改定を行います。 
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（２）基本方針 

① 「生きることの包括的な支援」として推進 

世界保健機関が「自殺は、その多くが防ぐことのできる社会的な問題」であると明言している

ように、自殺は社会の努力で避けることのできる死であるというのが、世界共通認識となってい

ます。自殺は、その多くが追い込まれた末の死であり、その多くが防ぐことができる社会的な問

題であるとの基本認識の下、自殺対策を、生きることの包括的な支援として、社会全体の自殺リ

スクを低下させるとともに、一人ひとりの生活を守るという姿勢で展開していきます。 

また、個人においても社会においても、「生きることの促進要因（自殺に対する保護要因）」よ

り「生きることの阻害要因（自殺のリスク要因）」が上回ったときに自殺リスクが高くなります。

そのため、自殺対策は「生きることの阻害要因」を減らす取組に加えて、「生きることの促進要因」

を増やす取組を行い、双方の取組を通じて自殺リスクを低下させる方向で、生きることの包括的

な支援として推進する必要があります。 

 

② 関連する施策との連携を強化した総合的な対策の推進 

自殺は、健康問題、経済・生活問題、人間関係の問題の他、地域・職場のあり方の変化など様々

な要因とその人の性格傾向などが複雑に関係しており、自殺を防ぐためには精神保健的な視点だ

けでなく、社会・経済的な視点を含む包括的な取組が重要です。このような包括的な取組を実施

するためには、 様々な分野の施策、人々や組織が密接に連携する必要があり、連携の効果を高め

るためには、そうした様々な分野の支援にあたる人々がそれぞれ自殺対策の一翼を担っていると

いう意識を共有する必要があります。 

制度の狭間にある人、複合的な課題を抱え自ら相談に行くことが困難な人などを地域において

早期に発見し、確実に支援していくため、包括的な支援体制の整備を目的とし、相談支援、参加

支援及び地域づくりに向けた支援を一体的に行う「重層的支援体制整備事業」の実施の取組を進

めるなど、各種施策との連携を図ります。  

また、自殺の危険性の高い人を早期に発見し、確実に精神科医療につなげられるよう、多職種

で継続して支援する取組に併せて、自殺の危険性を高めた背景にある様々な問題に包括的かつ継

続的に対応するため、精神科医療、保健、福祉等の各施策の連動性を高めて、誰もが適切な精神

保健医療福祉サービスを受けられるようにすることや、孤独・孤立の問題を抱える当事者やその

家族に対して、孤独・孤立対策を行う行政と民間団体、地域資源との連携を図ることで自殺予防

につなげていきます。 

 

③ 対応の段階に応じた効果的な対策の推進 

自殺対策に係る個別の施策は、心身の健康の保持増進についての取組、自殺や精神疾患等につ

いての正しい知識の普及啓発等の自殺の危険性が低い段階で対応を行う「事前対応」、現に起こ

りつつある自殺発生の危険に介入する「自殺発生の危機対応」、自殺や自殺未遂が生じた場合に

家族や職場の同僚等に与える影響を最小限とし、新たな自殺を発生させないこと、そして発生当

初から継続的に遺族等にも支援を行う「事後対応」の３つの段階ごとに、効果的な施策を推進し

ます。 
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また、地域の相談機関や抱えた問題の解決策を知らないがゆえに支援を得ることができず自殺

に追い込まれる人が少なくないことから、学校において、誰にどうやって助けを求めればよいか

の具体的かつ実践的な方法を学ぶと同時に、辛いときや苦しいときには助けを求めてもよいとい

うことを学ぶ教育（ＳＯＳの出し方に関する教育）を推進します。 

 

④ 実践と啓発を両輪とする対策の推進 

自殺に追い込まれるという危機は「誰にでも起こり得る危機」ですが、危機に陥った人の心情

や背景が理解されにくい現実があります。危機に陥った場合には誰かに援助を求めることが適当

であるということが、社会全体の共通認識となるように、引き続き積極的に普及啓発を行います。 

また、身近にいるかもしれない自殺を考えている人のサインに早く気づき、精神科医等の専門

家につなぎ、その指導を受けながら見守っていけるよう、広報活動等に取り組んでいきます。 

 

⑤ 関係者の役割の明確化と関係者による連携・協働の推進 

本市の自殺対策が最大限その効果を発揮して「いのち支えるまち吹田」を実現するためには、

国、府、関係団体、民間団体、企業、市民等が連携・協働して市を挙げて自殺対策を総合的に推

進することが必要です。そのため、それぞれの役割を明確化、共有した上で、連携・協働のネッ

トワーク化を推進します。 

 

⑥ 自殺者等の名誉及び生活の平穏への配慮 

基本法第９条では、「自殺対策の実施にあたっては、自殺者及び自殺未遂者並びにそれらの者の

親族等の名誉及び生活の平穏に十分配慮し、いやしくもこれらを不当に侵害することのないよう

にしなければならない」と定められています。その点を踏まえて自殺対策に取り組みます。 
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３ 計画の位置づけ 

本計画は、基本法第 13 条第２項の規定に基づき、本市の状況を勘案して定める市町村自殺対策

計画であり、本市における自殺対策を推進していくための総合的な計画として策定するものです。 

また、本計画を「生きることの包括的な支援」という基本方針の下に推進していくことから、「吹

田市第４次総合計画」を上位計画とし、「健康すいた 21(第３次）」や「第４次吹田市地域福祉計画」

等の自殺対策に関連する分野別計画とも連携を図りながら、保健、医療、福祉、教育、労働、その

他関連施策が有機的に連携するよう、総合的に推進します。 

 

 

第２次吹田市自殺対策計画と関連計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 計画の期間 

本計画は、令和６年度（2024 年度）から令和 10年度（2028 年度）までの５年間とします。 
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５ 計画の最終目標 

 
（１）最終目標 

本計画では、基本法の目的規定にある「誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現」を目指

し、「いのち支えるまち吹田」を最終目標に掲げて自殺対策を総合的に推進します。 

 

いのち支えるまち 吹田 
 

 

（２）数値目標 

国は、令和４年（2022 年）10月に閣議決定した「自殺総合対策大綱～誰も自殺に追い込まれるこ

とのない社会の実現を目指して～」において、前大綱から継続して、自殺死亡率（人口 10 万人当た

りの自殺者数）を令和８年（2026 年）までに平成 27 年（2015 年）と比べ、30％以上減少させるこ

とを、政府の進める自殺対策の目標として定めています。 

本市においても、国の方針を踏まえつつ、本計画では「自殺死亡率の減少」を計画全体の数値目

標として、その進捗状況や達成状況を計ります。 

《数値目標》 

数値目標 
実績値 目標値 

令和４年(2022 年) 令和 10 年(2028 年) 

吹田市の自殺死亡率 14.7 11.4 以下 

 

《目標値の算出根拠》 

本市の人口規模では各年の自殺死亡率の増減が大きい点を考慮し、直近５年間（平成 30 年（2018

年）から令和４年（2022 年）まで）の平均値を基準に、国の減少目標（平成 27年（2015 年）と比

べ、令和８年（2026 年）までの 11年間で自殺死亡率 30％以上減少）の減少ペースを勘案し、次の

手順で設定しました。 

① 直近５年間（平成 30 年～令和４年）の自殺死亡率の平均値を算出 

 
平成 30 年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 平均値 

自殺死亡率 13.0 11.8 12.6 15.7 14.7 13.6 

② 国の減少目標を勘案した目標値の設定 

国の減少目標（平成 27 年（2015 年）と比べ、令和８年（2026 年）まで）の 11 年間で 30％以上

減少）を勘案すると、令和４年（2022 年）と比べ、令和 10 年（2028 年）までの６年間で約 16.4％

（＝30％×6/11）の減少となります。 

 

 

 

自殺死亡率：13.6（人口 10 万人当たり）から 16.4％減少  ⇒ 目標値「11.4 以下」 
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（３）施策体系 

計画の最終目標である「いのち支えるまち 吹田」を達成するためには、市民の生活を支える全て

の取組が自殺対策につながっていることを認識することが重要であり、その基盤を築くために「地

域におけるネットワークの強化」「自殺対策を支える人材の育成」「市民への啓発と周知」「生きるこ

との促進要因への支援」を「基本施策」として総合的に推進します。 

また、本市における自殺の状況から課題として挙げられた、自殺のリスクが高い世代である「子

供・若者」と「高齢者」、自殺のリスクが高い要因を抱える「生活困窮者」と「勤労世代」、近年に

おいて自殺者数が増加している「女性」を「重点施策」として、それぞれの分野における自殺リス

クの特徴等を踏まえつつ、重点的な対策に取り組みます。 

 

基本認識 ➀ 自殺は、その多くが追い込まれた末の死である 

➁ 年間自殺者数は減少傾向にあるが、非常事態はいまだ続いている 

③ 新型コロナウイルス感染症拡大の影響を踏まえた対策の推進 

④ 地域レベルの実践的な取組についてＰＤＣＡサイクルを通じて推進する 

  

基本方針 ➀「生きることの包括的な支援」として推進 

➁ 関連する施策との連携を強化した総合的な対策の推進 

③ 対応の段階に応じた効果的な対策の推進 

④ 実践と啓発を両輪とする対策の推進 

⑤ 関係者の役割の明確化と関係者による連携・協働の推進 

⑥ 自殺者等の名誉及び生活の平穏への配慮 

  

基本施策 ➀ 地域におけるネットワークの強化 

➁ 自殺対策を支える人材の育成 

③ 市民への啓発と周知 

④ 生きることの促進要因への支援 
 

重点施策 

子供・若者への支援、高齢者への支援、生活困窮者への支援、勤労世代へ

の支援、女性への支援 
 

  

取組の柱 ➀ 一人ひとりの気づきと見守りを促す 

➁ 自殺対策に関わる人材の確保、養成及び資質の向上、連携の推進を図る 

③ 心の健康を支援する環境を整備する 

④ 適切な精神保健医療福祉サービスを受けられるようにする 

⑤ 社会全体の自殺リスクを低下させる 

⑥ 自殺未遂者の再度の自殺企図を防ぐ 

⑦ 子供・若者の自殺対策をさらに推進する 

⑧ 勤務問題による自殺対策をさらに推進する 

⑨ 女性の自殺対策をさらに推進する 

 
 

 

最終目標 いのち支えるまち 吹田 
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第２章 吹田市の自殺の現状 
 

１ 吹田市の自殺者数等の現状 

吹田市の自殺者数の現状分析は、警察庁統計データ（自殺の状況）に基づき厚生労働省自殺対策

推進室が再集計した「地域における自殺の基礎資料」を大阪府が市町村ごとに作成した「大阪府内

の各市町村における自殺の内訳」を基に分析しています。また、本文及び図表の数字に関しては、

全て小数点第２位以下を四捨五入し、小数点第１位までを表記しています。このため、百分率の合

計が 100.0％とならない場合があります。 

 

（１）自殺者数及び自殺死亡率の推移 

平成 21 年（2009 年）以降、自殺者数は減少傾向となっていましたが、近年ではやや増加してお

り、令和４年（2022 年）には 56 人となっています。 

人口 10 万人当たりの自殺死亡者数を表す自殺死亡率は、令和４年（2022 年）は 14.7 で、平成 22

年（2010 年）以降は全国・大阪府を下回って推移していましたが、近年では全国・大阪府に近い水

準で推移しています。 

《吹田市自殺者数の推移（H21-R4）》 

 
 

《吹田市自殺死亡率の推移（H21-R4）と大阪府・全国比較》 
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（２）自殺者の性別 

性別での自殺者数の推移では、平成 27年（2015 年）と令和２年（2020 年）を除いて男性の方が

多くなっています。 

平成 30 年（2018 年）から令和４年（2022 年）までの５年間において、自殺者は男性が６割強を

占めており、女性の約 1.7 倍となっています。また、全国と比較すると、女性の自殺者の割合がや

や高くなっています。 

《吹田市男女別自殺者数の推移（H21-R4）》 

 

 

 

《吹田市男女別自殺者数の割合の推移（H30-R4 の合計）と大阪府・全国比較》 
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（３）自殺者の年代 

年代別での自殺者数をみると、50歳代で最も多くなっています。 

男性では 40～50 歳代が多く、次いで 20 歳代が多くなっているのに対し、女性の場合は、50 歳代

が最も多く、次いで 70歳代となっています。 

年代別構成比では、大阪府・全国に比べ、20 歳未満・20歳代・40 歳代・50 歳代の割合が高くな

っています。 

《吹田市男女別・年代別自殺者数（H30-R4 の合計）》 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《吹田市年代別自殺者数構成比率（H30-R4 の合計）と大阪府・全国比較》 
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（４）自殺者の同居状況 

同居人の有無別自殺者数をみると、「同居人あり」が約７割、「同居人なし」が約３割となってい

ます。令和２年国勢調査では、市民のうち同居人がいない人の割合は 19.8％であり、自殺者におけ

る同居人がいない人の割合の方が高くなっています。 

 

《吹田市同居人の有無別自殺者数（H30-R4 の合計）》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）自殺者の職業 

自殺者の職業について、「無職者」が６割強、「有職者」は４割弱となっています。 

また、無職者の内訳では、「年金・雇用保険等生活者」が最も多くなっています。 

 

《吹田市職業別自殺者数（H30-R4 の合計）》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：大阪府資料「大阪府内の各市町村における自殺の状況」 
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出典：大阪府資料「大阪府内の各市町村における自殺の状況」 
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（６）自殺の原因・動機 

原因・動機別自殺者数では、男女ともに「健康問題」（自身の心身における病気の悩みや障がい等

による悩み等）の割合が高くなっています。 

なお、健康問題には、家庭問題、経済・生活問題等をきっかけとしてうつ病等の健康問題が生じ

た場合も含まれています。 

 

《吹田市男女別・原因動機別自殺者数（H30-R4 の合計）》 

 

 

 

 

《原因動機の区分説明》 

家庭問題 親子関係の不和、夫婦関係の不和、その他家族関係の不和、家族の死亡、家族の将

来悲観、家族からのしつけ・叱責、子育ての悩み、被虐待、介護・看病疲れ、その他 

健康問題 病気の悩み（身体の病気）、病気の悩み・影響（うつ病）、病気の悩み・影響（統合

失調症）、病気の悩み・影響（アルコール依存症）、病気の悩み・影響（薬物乱用）、

病気の悩み・影響（その他の精神疾患）、身体障がいの悩み、その他  

経済・生活問題 倒産、事業不振、失業、就職失敗、生活苦、負債（多重債務）、負債（連帯保証債務）、

負債（その他）、借金の取り立て苦、自殺による保険金支給、その他 

勤務問題 仕事の失敗、職場の人間関係、職場環境の変化、仕事疲れ、その他 

交際問題 失恋、その他交際をめぐる悩み、その他 

学校問題 入試に関する悩み、その他進路に関する悩み、学業不振、教師との人間関係、いじ

め、その他学友との不和、その他 

その他 犯罪発覚等、犯罪被害、後追い、孤独感、近隣関係、その他 

不詳 不詳 

95

34

51

34

13

15

10

4

89

28

7

5

8

1

5

1

0 20 40 60 80 100

健康問題

家庭問題

経済・生活問題

勤務問題

交際問題

学校問題

その他

不詳

男性

女性

(人) 

（複数回答） 

出典：大阪府資料「大阪府内の各市町村における自殺の状況」 

出典：警察庁統計データ「令和４年中における自殺の状況資料」 
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原因・動機別の自殺者数について、本市では「健康問題」が 71.9％で最も多く、次いで「家庭問

題」が 24.2％、「経済・生活問題」が 22.7％となっています。 

大阪府と比較すると、「家庭問題」「勤務問題」「交際問題」「学校問題」が高く、「経済・生活問題」

では大阪府とほぼ同様、「健康問題」では大阪府より低くなっています。 

 

《吹田市原因動機別自殺者数の構成比率と大阪府・全国比較（H30-R4 の合計）》 

 
 

 

※令和４年に自殺統計原票を改正し、遺書等の生前の言動を裏付ける資料の他、家族等の証言から考えられる 

原因・動機も含め、自殺者一人につき４つまで計上 

※令和３年までは、遺書等の自殺を裏付ける資料により明らかに推定できる原因・動機を３つまで計上 
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２ 吹田市の自殺の特徴（地域自殺実態プロファイル） 

本項掲載のデータは、本市における平成 29年（2017 年）から令和３年（2021 年）までの５年間

の自殺者（吹田市在住者）について、厚生労働大臣指定法人・一般社団法人いのち支える自殺対策

推進センター（以下「自殺対策推進センター」という。）が分析を行った「地域自殺実態プロファイ

ル 2022」（以下「プロファイル」という。）を基にしています。 

 

 

 

 

 

 

 

（１）吹田市の主な自殺者の特徴 

 ア 分析内容 

生活状況別（性別・年齢階級（成人３区分）・職業の有無・同居人の有無）の直近５年合計の自殺

者数や自殺率を示しています。 

自殺者の多い生活状況は、地域の自殺対策での重要なリスク群です。 

ここでの生活状況別の自殺率は、生活背景の違いによる自殺リスクを検討する際の参考資料で、

地域でどのような背景を持つ人の自殺率が高いかが示されたものです。 

背景にある主な自殺の危機経路では、生活状況別の自殺に多くみられる全国的な自殺の危機経路

を例示しています。 

吹田市における平成 29年（2017 年）から令和３年（2021 年）までの自殺者（男性 150 人、女性

81 人、計 231 人）について、自殺者数が多い上位５区分(同数の場合は自殺死亡率(※１)が高い順)

を抽出して、「自殺者数」及び全体の自殺者数（231 人）に占める「割合」を示しました。 

※１ 各区分の推定人口を算出し、それを基に人口 10万人当たりの自殺者数を算出したもの。 

 

 イ 分析結果 

上位５区分の内、１位、４位、５位の３区分が 40～59 歳となっており、「勤労世代」の自殺が多

いことが分かります。勤労世代の主な危機経路として、有職者では配置転換（昇進/降格含む）によ

る過労や職場の人間関係の悩み、無職者では失業（退職）による生活苦、近隣や家族間の不和など

があげられています。また、２位、３位は 60歳以上の「高齢者」の無職者となっており、勤労世代

同様に失業（退職）による生活苦といった問題や身体疾患による病苦などが自殺の背景として多く

みられる傾向があることから、これらの問題が本市の自殺における大きな要因となっていることが

分かります。また、吹田市の自殺の特性の評価（全市区町村との比較）では、「20 歳未満」と「無

職者・失業者」の自殺死亡率が、全国の市区町村における順位の上位 10～20％に入っています。 

 

～「地域自殺実態プロファイル」とは～ 

国が市町村自殺対策計画の策定を支援するため、自殺対策推進センターにおいて、全ての都道

府県市町村それぞれの自殺の実態を分析した地域自殺対策計画策定等の参考資料集です。（プロ

ファイルは一般には公開されていませんが、本計画ではプロファイルの中で公表可能とされてい

るデータを掲載しています。） 

人口規模の小さな市町村でも地域の自殺の実態、特徴が把握できるよう、（自殺日・住居地によ

る）直近５年の自殺者数の合計の集計を多く用いています。 
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《吹田市の地域の主な自殺者の特徴（H29-R3 の合計）》 

自殺者の特性上位５区分 
自殺者数 
（人） 

割合 
自殺死亡率* 
(人口 10 万人

当たり) 
背景にある主な自殺の危機経路** 

１位 男性 40～59歳有職同居 29 12.6% 14.3 
配置転換→過労→職場の人間関係の悩み＋

仕事の失敗→うつ状態→自殺 

２位 男性 60歳以上無職同居 26 11.3% 24.0 
失業（退職）→生活苦＋介護の悩み（疲れ）

＋身体疾患→自殺 

３位 女性 60歳以上無職同居 21 9.1% 11.7 身体疾患→病苦→うつ状態→自殺 

４位 男性 40～59歳無職同居 18 7.8% 133.9 
失業→生活苦→借金＋家族間の不和→うつ

状態→自殺 

５位 女性 40～59歳無職同居 13 5.6% 10.0 
近隣関係の悩み＋家族間の不和→うつ病→

自殺 

 
   * 自殺死亡率の算出に用いた人口（母数）は、総務省「令和２年国勢調査」就業状態等基本集計を 
   基に自殺対策推進センターにて推計したもの 
 **「背景にある主な自殺の危機経路」は、ライフリンク「自殺実態白書 2013」を参考に推定したもの 
     自殺者の特性別に見て代表的と考えられる経路の一例を示しており、記載の経路が唯一のもので 
   はない 
 
 
 
 

《吹田市の自殺の特性の評価（H29-R3 年合計）》  

 吹田市指標 
全市区町村
の中央値 

全市区町村と
の比較*3) 

総数*1) 12.4 16.6 - 

男性*1) 16.8 23.4 - 

女性*1) 8.4 9.7 - 

20 歳未満*1) 4.5 0.7 ★★ 

20 歳代*1) 13.7 14.8 - 

30 歳代*1) 9.7 15.9 - 

40 歳代*1) 15.1 17.4 - 

50 歳代*1) 17.2 20.4 - 

60 歳代*1) 10.3 16.6 - 

70 歳代*1) 17.6 18.6 - 

80 歳以上*1) 17.1 19.6 - 

若年者(20～39 歳)*1) 11.5 16.7 - 

高齢者(70 歳以上)*1) 17.4 19.9 - 

勤務・経営*2) 11 34.3 - 

無職者・失業者*2) 21.2 13.4 ★★ 

*１) 地域における自殺の基礎資料に基づく自殺死亡率（人口 10万人当たり） 

*２) 特別集計に基づく 20～59 歳における自殺死亡率（人口 10万人当たり） 

*３) 全国の市区町村における順位で、「★★」は上位 10～20％に入っていること、 

     「-」は上位 40％以内に入っていないことを示す 

 

 

 

 

出典：いのち支える自殺対策推進センター資料「地域自殺実態プロファイル 2022 年更新版」 

出典：いのち支える自殺対策推進センター資料「地域自殺実態プロファイル 2022 年更新版」 
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（２）吹田市と全国の自殺死亡率の比較 

本市における平成 29 年（2017 年）から令和３年（2021 年）までの自殺者（男性 150 人、女性

81 人、計 231 人）について、男女別・年代別の自殺死亡率を全国と比較しました。ほとんどの年

代で本市の自殺死亡率は全国に比べて低くなっていますが、「20 歳未満」の自殺死亡率は男女と

もに全国より高くなっています。 

《吹田市男女別・年代別自殺死亡率（H29-R3 の平均）と全国比》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）勤務・経営関連 

本市における有職者の自殺の内訳では、「自営業・家族従業者」が８人(9.4％)、「被雇用者・勤め

人」が 77人(90.6％)となっています。全国に比べ、本市は「被雇用者・勤め人」の自殺者の割合が

高くなっています。 

 

《吹田市有職者の内訳別死亡者数（H29-R3 の合計）と全国比》 

職 業 自殺者数(人) 割合 全国割合 

自営業・家族従業者 8 9.4％ 17.5％ 

被雇用者・勤め人 77 90.6％ 82.5％ 

合 計 85 100.0％ 100.0％ 

 

  

出典：いのち支える自殺対策推進センター資料「地域自殺実態プロファイル 2022 年更新版」 

出典：いのち支える自殺対策推進センター資料「地域自殺実態プロファイル 2022 年更新版」 

2.90 

4.08 

8.21 

8.34 

10.82 

10.08 

11.77 

14.76 

0 10 20 30 40

20歳未満

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代

80歳以上

女
性

吹田市

全国

6.05

23.21

11.26

22.27

23.63

10.6

24.97

21.06

010203040

20歳未満

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代

80歳以上

男
性

吹田市

全国

男性 女性 



 

17 

 

《参考》 

国勢調査（令和２年(2020 年))から算出した就業者の常住地・従業地において、市内在住の就

業者の約６割は市外へ通勤しています。また、平成 28 年（2016 年）経済センサスの基礎調査を

基に算出した市内の事業所規模別事業所・従業者数において、市内事業者のうち従業者数 50 人

未満の小規模事業所が９割を占めています。一般的に、従業者数 50 人未満の小規模事業所では

メンタルヘルス対策に遅れがあることが指摘されています。 

 

《就業者の常住地と従業地》                 単位：人 

 従業地 

常住地 吹田市 他市町村 不明・不詳 

吹田市 63,132 98,261 6,096 

他市町村 75,175 － － 

出典：令和２年（2020 年）国勢調査   

 

《吹田市事業所規模別事業所数と従業者数》                   単位：人 

 総数 1～4 人 5～9 人 10～19 人 20～29 人 30～49 人 50～99 人 
100 人 

以上 

出向・派遣 

従業者のみ 

事業所数 11,526 5,891 2,522 1,581 604 442 262 152 72 

従業者数 144,593 13,005 16,593 21,449 14,404 16,520 18,160 44,462 0 

出典：平成 28 年（2016 年）経済センサス 

 

 

（４）自殺者における未遂歴の有無 

自殺者における男女別の未遂歴の有無について、「未遂あり」が男性では２割弱、女性では３割強

となっており、女性は男性に比べて「未遂あり」が約 1.9 倍と高くなっています。 

自殺未遂者は再度の自殺企図を図る可能性が高く、その予防のための対策が必要です。 

 

《吹田市男女別自殺者における未遂歴の有無（H29-R3 の合計）》 

 

 

 

出典：いのち支える自殺対策推進センター資料「地域自殺実態プロファイル 2022 年更新版」 

18.0 

33.7 

68.9 

57.9 

13.0 

8.4 

0 20 40 60 80 100

男性

女性

あり なし 不詳 

（％） 
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３ アンケート調査結果からみた吹田市の現状 

 

（１）調査概要 

① 調査の概要 

本計画の策定にあたり、心の健康状態や生きるための支援として求められることなどについて

把握する目的で、18 歳以上の方を対象としたアンケート調査を実施しました。 

○調査対象：18 歳以上の市民から無作為抽出 2,000 人 

○調査方法：郵送配布－郵送・ＷＥＢ回収 

○調査期間：令和５年（2023 年）７月 19 日（水）から令和５年（2023 年）８月７日（月）

まで 

○回収結果：809 件（回収率 40.5％） 

 

 

② 回答者の属性 

《性別》 

 

《年代》 

 

《職業》 

 

42.0 56.0

0.0

1.0
1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=809）

男性 女性 その他 回答しない 無回答

8.1 12.9 17.3 17.5 15.4 22.5 6.3 0.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=809）

30歳未満 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳以上 無回答

37.5 15.5
3.7

1.2
15.9 21.4 2.7 2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=809）

常勤 パート・アルバイト 自営業

自由業 専業主婦・主夫 無職

学生 その他・無回答
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（２）悩みを抱えたときの相談の状況 

「あなたの不満や悩みやつらい気持ちを受け止め、耳を傾けてくれる人はいると思いますか」と

いう質問では、男性・女性ともに「実際に会って、個人的に相談できる人がいる」という回答が最

も高くなっています。一方、「いない」という回答が 14.0％となっており、全国（令和３年度自殺

対策に関する意識調査）とほぼ同様の割合となっています。 

男女別では、男性は「いない」という回答が 21.2％と２割を超えており、女性（8.6％）に比べ

て、割合が高くなっています。 

 

①《悩みを抱えたときの相談の状況（全国との比較）》（複数回答）          

           
 

②《性別にみた悩みを抱えたときの相談の状況》（複数回答） 

 
 

 

  

71.2

33.5

23.4

6.6

2.7

14.0

2.0

69.7

37.2

25.8

8.6

3.7

16.5

5.6

0 20 40 60 80

実際に会って、個人的に相談で

きる人がいる １

電話で個人的に相談できる人が

いる １

メールやＳＮＳ等で、個人的に

相談できる人がいる １

対面や電話による相談機関に、

相談できる １

メールやＳＮＳ等による相談機

関に、相談できる １

いない

無回答

吹田市（n=809）

国（n=2009）

64.1

25.9

15.9

5.9

2.1

21.2

2.6

76.4

39.3

29.4

7.3

3.3

8.6

1.3

0 20 40 60 80 100

実際に会って、個人的に相談で

きる人がいる １

電話で個人的に相談できる人が

いる １

メールやＳＮＳ等で、個人的に

相談できる人がいる １

対面や電話による相談機関に、

相談できる １

メールやＳＮＳ等による相談機

関に、相談できる １

いない

無回答

男性（n=340）

女性（n=453）

（％） 

（％） 



 

20 

 

（３）自殺やうつ病に関する意識 

① 自殺に対する意識 

「あなたは、自殺についてどのように思いますか」という質問では、“自殺せずに生きていれば

良いことがある”に対し、「そう思う」と「どちらかというとそう思う」を合わせた『そう思う』

は約８割となっています。 

また、“自殺する人は、よほどつらいことがあったのだと思う"に対し、「そう思う」と「どちら

かというとそう思う」を合わせた『そう思う』は約８割となっています。 

“責任を取って自殺することは仕方がない”に対し、「どちらかというとそうは思わない」と

「そうは思わない」を合わせた『そうは思わない』は７割強となっています。 

 

《自殺に対する意識》 

 

 

48.2

33.6

56.2

22.2

21.1

4.1

30.9

27.9

22.9

34.2

20.1

4.6

5.7

5.8

4.7

12.9

12.0

11.7

3.1

7.8

2.5

11.0

25.2

61.4

8.2

19.3

9.4

14.5

16.6

13.1

4.0

5.6

4.3

5.2

4.9

5.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自殺せずに生きていれば良いことが

ある １

自殺する人は、直前まで実行するか

やめるか気持ちが揺れ動いている１

自殺する人は、よほどつらいことが

あったのだと思う １

自殺は、その多くが防ぐことのでき

る社会的な問題である １

生死は最終的に本人の判断に任せる

べきである １

責任を取って自殺することは仕方が

ない １

そう思う どちらかというとそう思う

どちらかというとそうは思わない そうは思わない

わからない 無回答

全体（n=809） 
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② 自殺したいと思ったことの有無 

「あなたは、これまでの人生のなかで、本気で自殺したいと考えたことがありますか」という

質問では、「自殺したいと思ったことがある」という回答が約２割を占めています。また、「その

ように考えた要因となったものは何ですか」では「家族問題」と「勤務問題」が 30%以上と多く、

次いで「健康問題」、「経済・生活問題」の順となっています。 

 

《自殺したいと思ったことの有無》 

 

 

 

《自殺したいと思った理由》（複数回答） 

 
 

75.4 20.9

3.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=809）

自殺したいと思ったことがない 自殺したいと思ったことがある 無回答

34.9

31.4

20.1

20.1

11.2

13.6

11.2

7.7

0 10 20 30 40

家族問題

勤務問題

健康問題

経済・生活問題

交際問題

学校問題

その他

無回答 全体（n=169）

（％） 
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③ うつ病のサインに気づいたときの対処方法 

「もし仮に、あなたが、家族や身近な人の『うつ病のサイン』に気づいたとき、医療機関など

の専門の相談窓口へ相談することを勧めますか」という質問では、「勧める」という回答が８割近

くを占めています。 

また、「もし仮に、あなたが、自分自身の『うつ病のサイン』に気づいたら、以下の専門の相談

窓口のうち、どれを利用したいと思いますか」という質問では、「精神科や心療内科等の医療機

関」という回答が約５割と高くなっており、次いで「かかりつけの医療機関（精神科や心療内科

等を除く）」となっています。一方で、「何も利用しない」という回答も約 14％となっています。 

 

《家族や身近な人のサインに気づいたときの専門の相談窓口への相談の勧め》 

 

《自分自身のサインに気づいたときに利用したい相談窓口》（複数回答） 

 
 

76.9 3.6 17.2 2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=809）

勧める 勧めない わからない 無回答

51.7

20.1

4.6

3.8

2.5

14.2

3.1

0 20 40 60

精神科や心療内科等の医療機関

かかりつけの医療機関 １

（精神科や心療内科等を除く） １

いのちの電話等民間機関の相談窓口

保健所や市役所等の公的機関の相談

窓口 １

その他

何も利用しない

無回答 全体（n=809）

（％） 

～ 『うつ病のサイン』とは ～ 

〇自分で感じる症状 

 気分が沈む、悲しい、イライラする、集中力がない、好きなこともやりたくない、 

 大事なことを先送りにする、物事を悪い方へ考える、決断ができない、自分を責める、死にたくなる 

〇周りから見てわかる症状 

 表情が暗い、涙もろい、反応が遅い、落ち着きがない、飲酒量が増える 

〇身体に出る症状 

 眠れない、食欲がない、便秘がち、身体がだるい、疲れやすい、性欲がない、頭痛、動悸、 

胃の不快感、めまい 

このような症状が２週間以上続く場合、うつ病の可能性があります。 
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（４）新型コロナウイルス感染症による影響 

① 新型コロナウイルス感染症流行以降の心情や考えの変化 

「新型コロナウイルス感染症流行以降、あなたの心情や考えに変化がありましたか」という質

問では、「感染対策を過剰に意識するようになり、ストレスを感じた」という回答が約３割となっ

ています。また、「特に変化はなかった」という回答は約 27％となっており、７割以上の人が何

かしらの心情や考えの変化があったと回答しています。 

《新型コロナウイルス感染症流行による心情や考えの変化》（複数回答） 

 

② 心情や考えの変化への必要な支援や対策 

「コロナ禍での心情や考えの変化に伴い、どのような支援や対策が必要だと思いますか」とい

う質問では、「感染対策やワクチン、各種給付金制度や相談先などの情報の周知」、「生活支援・就

労支援」、「曜日や時間帯を問わずいつでも相談できる相談体制の強化」という回答がそれぞれ４

割を超えています。 

《心情や考えの変化への必要な支援や対策》（複数回答） 

 

33.0

22.7

20.1

15.0

14.8

12.6

4.3

4.9

26.7

2.2

0 10 20 30 40

感染対策を過剰に意識するようになり、１

ストレスを感じた １

不安を強く感じるようになった

家で過ごす時間が増え、家族と過ごす時間

の大切さを再認識した １

在宅勤務や時差出勤の機会が増え、自分や

家族の働き方について考えるようになった

家族以外の人とのつながりが少なくなり、

孤独を感じた １

みんなもつらくて不安なんだと思い、つら

い気持ちが少し軽くなった １

家族関係の悪化や家族との考え方の違いに

悩まされるようになった １

その他

特に変化はなかった

無回答 全体（n=809）

45.7

44.0

42.5

20.3

19.5

4.7

4.4

0 10 20 30 40 50

感染対策やワクチン、各種給付金制度

や相談先などの情報の周知 １

生活支援・就労支援

曜日や時間帯を問わずいつでも相談で

きる相談体制の強化 １

在宅勤務の推進の強化

家族と距離を置けるような居場所支援

その他

無回答 全体（n=809）

（％） 

（％） 
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（５）自殺対策の現状等 

① 自殺対策に関する事柄の認知度 

「あなたは、自殺対策に関する以下の事柄について知っていましたか」という質問では、「内容

まで知っていた」と「内容は知らなかったが、言葉は聞いたことがある」を合わせた認知度では、

「こころの健康相談統一ダイヤル」が約６割を占めて最も高くなっているものの、その他の項目

では４割未満の認知度となっています。 

また、「ゲートキーパー」、「吹田市自殺対策計画」では、「知らなかった」という回答が８割強

となっています。 

《自殺対策に関する事柄の認知度》 

 

② 自殺対策の自分自身に関わる問題としての意識 

「自殺対策は自分自身に関わる問題だと思いますか」という質問では、「そう思う」と「どちら

かといえばそう思う」を合わせた『そう思う』は４割未満となっており、「あまりそう思わない」

と「そう思わない」を合わせた『そう思わない』の割合を下回っています。 

《自殺対策の自分自身に関わる問題としての意識》 

 

9.3

2.7

3.7

1.9

4.4

1.4

1.5

3.8

2.2

2.7

0.5

51.3

30.8

33.4

7.3

25.3

13.1

14.6

23.5

15.3

13.7

5.4

35.0

59.7

56.6

83.4

63.2

77.8

76.5

66.1

75.5

76.3

87.0

4.4

6.8

6.3

7.4

7.0

7.8

7.4

6.6

6.9

7.3

7.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

こころの健康相談統一

ダイヤル １

よりそいホットライン

こころの健康相談

ゲートキーパー

ＳＮＳを活用した相談

支援情報検索サイト

厚生労働省特設サイト

「まもろうよ こころ」

自殺予防週間

自殺対策強化月間

自殺対策基本法

吹田市自殺対策計画

内容まで知っていた
内容は知らなかったが、言葉は聞いたことがある
知らなかった
無回答

14.1 20.4 28.4 18.8 15.9 2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=809）

そう思う どちらかといえばそう思う
あまりそう思わない そう思わない
どちらともいえない 無回答

全体（n=809） 
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（６）今後の自殺対策 

① 子供・若者向けの自殺対策として有効であると思うこと 

「今後求められるものとして、どのような子供・若者向けの自殺対策が有効であると思います

か」という質問では、「悩みを抱え込まず周囲に助けを求めることを学ぶ教育」、「ネット上での誹

謗中傷に関する対策」、「子供が出したＳＯＳに気づき、受け止めるための教員や保護者に対する

研修の実施」、「いじめ防止対策の強化」という回答がそれぞれ６割以上となっています。 

《子供・若者向けの自殺対策として有効であると思うこと》（複数回答） 

 

② 自殺対策の取組として効果的だと思うこと 

「自殺対策の取組として効果的だと思うものは何ですか」という質問では、「自殺のサインに気

づき、適切な対応をとれる人（ゲートキーパー）」という回答が６割以上となっています。 

《自殺対策の取組として効果的だと思うこと》（複数回答） 

 

69.0

67.7

65.4

63.8

52.8

48.7

37.7

30.0

29.8

23.7

4.1

1.9

0 20 40 60 80

悩みを抱え込まず周囲に助けを求めること

を学ぶ教育 １

ネット上での誹謗中傷に関する対策

子どもが出したＳＯＳに気づき、受け止め

るための教員や保護者に対する研修の実施

いじめ防止対策の強化

家族や友人関係などに悩む若者向けの相談

先の確保や居場所支援、虐待対策 １

自殺手段を教える書き込み等の取り締まり

や支援情報の案内などのネットパトロール

学校における、児童・生徒に対するゲート

キーパー研修の実施 １

ネット上で「死にたい」などと検索した際

に相談窓口の情報を表示 １

学校における積極的な相談窓口の周知・啓

発 １

ＳＮＳでの広報・啓発

その他

無回答 全体（n=809）

63.7

43.0

41.5

23.5

17.9

16.3

14.8

6.2

4.8

0 20 40 60 80

自殺のサインに気づき、適切な対応をとれる

人（ゲートキーパー） １

ＳＮＳ（LINE、Facebook、X(旧Twitter)など)

の活用による啓発 １

厚生労働省や各都道府県、市町村が実施して

いる自殺相談ダイヤル １

ポスター・チラシ・リーフレットによる啓発

（相談窓口紹介含む） １

動画による啓発

研修会・講演会の実施

わかちあいの会（大切な人を自死（自殺）で

亡くした方のつどい） １

その他

無回答 全体（n=809）

（％） 

（％） 
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４ これまでの取組と評価 

 

（１）計画目標の達成状況 

本市では、第１次計画策定以前の平成 24 年（2012 年）から、関係者の連携に関する取組として

自殺対策に関わる庁内関係室課と関係団体等で構成する吹田市自殺予防ネットワーク会議、同会議

の庁内関係室課等の実務担当者で構成する実務担当者会議において、情報の共有、連携の強化、取

組の検討等を進めてきました。また、第 1次計画の策定に際し、自殺予防対策ネットワーク会議を

「吹田市自殺対策推進庁内会議」及び「吹田市自殺対策推進懇談会」に再構築し、「誰も自殺に追い

込まれることのないまち」を最終目標として、重層的な体制で施策の推進に取り組んできました。 

第１次計画策定時に設定した数値目標を基に、計画の達成状況は以下のとおりです。なお、第１

次計画の計画期間は令和５年度（2023 年度）までとなりますが、現時点で当該計画への掲載が可能

な令和４年（2022 年）の実績で評価しています。 

《計画全体の数値目標》 

数値目標 
実績 目標値 

平成 29 年（2017 年） 令和５年（2023 年） 

自殺者数の減少 33 人 31 人以下 

自殺死亡率（人口 10 万人当たり）の減少 8.9 8.7 以下 

《実績》 

 平成 30 年
(2018 年) 

令和元年
(2019 年) 

令和２年
(2020 年) 

令和３年
(2021 年) 

令和４年
(2022 年) 

平均値 

自殺者数 49 45 47 59 56 51.2 人 

自殺死亡率 13.0 11.8 12.6 15.7 14.7 13.6 

 

本市の自殺者数・自殺死亡率（人口 10万人当たり）は、平成 21 年（2009 年）以降、全国、大阪

府と同様に減少傾向となっていましたが、近年では新型コロナウイルス感染症拡大の影響等で自殺

の要因となり得る様々な問題が悪化したことなどにより、全国同様に増加傾向にあります。令和４

年（2022 年）時点では自殺者数 56人、自殺死亡率 14.7 となっており、令和５年（2023 年）の目標

である 31人以下、8.7 以下を上回っています。 

また、全国や大阪府と比較し、本市の人口規模では各年の自殺死亡率の増減が大きくなります。

自殺死亡率を数値目標として一つの目安にしつつも、一時点の数値だけでなく数値の推移も踏まえ

て評価していく必要があります。 
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（２）自殺対策に関する取組の進捗評価 

現時点で当該計画への掲載が可能な令和４年度（2022 年度）の実績で評価しています。 

① 基本施策 

第１次計画の基本施策ごとに設定した評価指標について、達成状況を以下のとおり評価します。 

《評価指標》 

 

※達成状況の目安：0～49％     、50～79％    、80％～           

 
第１次計画 

実績 
（R4 年度） 

達成状況 基準値 
（H29 年度） 

目標値 
（R5 年度） 

【基本施策１ 地域におけるネットワークの強化】 

吹田市自殺対策推進庁内会議実務担当者会議の開
催数 

１回 ２回以上 １回 
 
 

 

吹田市自殺対策推進庁内会議実務担当者会議の参
加機関数 

４機関 ４機関以上 ３機関※１ 
 
 

 

【基本施策２ 自殺対策を支える人材の育成】 

市職員向けゲートキーパー研修の開催回数 ２回 ３回以上 ０回 
 
 
 

関係機関向けゲートキーパー研修の開催回数 ２回 ４回以上 ８回 
 
 

 

【基本施策３ 市民への啓発と周知】 

各種相談窓口などを掲載したリーフレット等の常
設箇所数 

４か所 
128 か所 
以上 

80 か所 
 
 

 

各分野に合わせた自殺対策啓発リーフレット、自殺
対策の啓発媒体の配布箇所数 

― 
108 か所 
以上 

80 か所 
 
 

 

自殺対策の啓発情報の発信回数 ２回 12 回以上 18 回 
 
 

 

市民向け自殺対策関連講座の開催回数 １回 ２回以上 １回 
 
 

 

自殺予防週間、自殺対策強化月間に合わせた市報や
ホームページでの啓発記事の掲載、懸垂幕の設置等 

実施 継続実施 継続実施 
 
 

 

図書館における生きる支援に関連する図書コーナ
ーの設置 

― 年２回 年２回 
 
 

 

【基本施策４ 生きることの促進要因への支援】 

ストレスを常に感じている人の割合 

男性 6.0％ 5.1％以下 5.8％ 
 
 
 

女性 9.5％ 8.0％以下 8.9％ 
 
 
 

※１ 中核市移行に伴い、府保健所が本市に移行したため、参加機関数は最大３機関となった。 



 

28 

 

 
第１次計画 

実績 
（R4 年度） 

達成状況 基準値 
（H29 年度） 

目標値 
（R5 年度） 

睡眠時間を規則正しくとれている人の割合 85.9％ 86.4％以上 85.7％ 
 
 
 

自己肯定感のある子供の割合 

小学６年生 79.1％ 94.8％以上 82.8％ 
 
 
 

中学３年生 65.6％ 91.4％以上 77.4％ 
 
 
 

自死遺族向けリーフレットの設置箇所数 １か所 ５か所以上 ５か所 
 
 
 

 

《取組の評価》 

４つの基本施策について 16 の評価指標を設定し、80％以上達成した指標が９個、50～79％達成

した指標が４個、49％以下達成の指標が３個であり、一部の評価指標は達成することができません

でした。 

「基本施策１ 地域におけるネットワークの強化」や「基本施策２ 自殺対策を支える人材の育

成」では、新型コロナウイルス感染症拡大防止のために会議や研修の中止又は延期とした場合もあ

った影響から、２個の評価指標について達成できていません。しかし、令和５年（2023 年）５月８

日から新型コロナウイルス感染症の感染症法上の分類が５類へと移行し、対面による会議や研修も

実施しやすい状況となり、新たなネットワークづくりや計画的な人材育成に努めています。 

「基本施策３ 市民への啓発と周知」においては、新型コロナウイルス感染症拡大時は事業の縮

小を余儀なくされた影響もあった中で、６個の評価指標について３個が 80％以上達成、３個が 50

～79％の達成でした。このような環境下でも、啓発方法として、市報や市ホームページへの相談窓

口等の掲載だけでなく、ＳＮＳ（「Ⅹ（旧 Twitter）」や「Facebook」)、大学イントラネット（大学

内のネットワークシステム）での配信、一般市民を対象とした YouTube 配信等、ＩＣＴの活用によ

る啓発を進めることができました。 

「基本施策４ 生きることの促進要因への支援」ではストレスや休養、自己肯定感の割合につい

ては改善傾向にありますが、一部の評価指標は達成することができませんでした。引き続き、心身

ともに健康な暮らしを支える取組に加え、生きる希望や生きがいが持てるような支援の必要があり

ます。 
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② 重点施策 

第１次計画の重点施策ごとに設定した評価指標について、達成状況を以下のとおり評価します。 

《評価指標》 

 

※達成状況の目安：0～49％     、50～79 ％    、80％～           

 
第１次計画 

実績 
（R4 年度） 

達成状況 基準値 
（H29 年度） 

目標値 
（R5 年度） 

【重点施策１ 子供・若者・子育て世代への支援】 

市内公立小中学校でのSOSの出し方に関する教育の
実施 

― 全校実施 全校実施 
 
 

 

スクールソーシャルワーカーの配置人数 11 人 18 人以上 18 人 
 
 

 

産婦健診で要フォローとなった産婦へのアプロー
チ 

― 100％ 100％ 
 
 

 

生後４か月までの乳児のいる家庭への民生・児童委
員、保健師などによる訪問での面会率 

72.2％ 80.0％ 86.0％ 
 
 

 

【重点施策２ 高齢者への支援】 

高齢者生きがい活動センター利用者数 52,278 人 57,490 人 46,566 人 
 
 

 

ふれあい交流サロン設置箇所数 ４か所 12 か所 11 か所 
 
 

 

ひろば de 体操実施箇所数 ４か所 15 か所 21 か所 
 
 

 

いきいき百歳体操活動支援実施グループ数 23 グループ 375 グループ 163 グループ 
 
 
 

いきいき百歳体操参加者数 377 人 5,625 人 2,231 人 
 
 
 

シルバー人材センター会員数 1,842 人 2,134 人 1,951 人 
 
 

 

【重点施策３ 生活困窮者への支援】 

生活困窮者連絡調整会議の開催回数 １回 １回以上 １回 
 
 

 

【重点施策４ 勤労世代への支援】 

市内事業者への啓発リーフレットの配付 ― １回以上 １回 
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《取組の評価》 

４つの重点施策について 12 の評価指標を設定し、80％以上達成した指標が 10 個、50～79％達成

した指標が０個、49％以下達成の指標が２個であり、おおむね順調に進捗してきたと考えます。 

「重点施策１ 子供・若者・子育て世代への支援」では、学校においてＳＯＳの出し方に関する

授業の実施や、各中学校区へのスクールソーシャルワーカーの配置等により、いじめや不登校、虐

待等の学校における生徒指導上の諸課題に対し、専門家との情報共有や未然防止の観点から支援を

実施しています。また、民生・児童委員や保健師等による家庭訪問は、新型コロナウイルス感染症

拡大時は民生・児童委員については一時中断した時期もありましたが、保健師等の家庭訪問は継続

して実施しており、評価指標はほぼ達成している状況となっています。 

「重点施策２ 高齢者への支援」では、新型コロナウイルス感染症拡大の影響による活動場所と

なる活動センターの休館や活動の自粛などがあったものの、感染対策を徹底しながら事業を継続し、

新たな団体の登録等も進めることができました。高齢者の居場所づくりの観点からも、今後も引き

続き実施団体の育成や会員の確保のための取組を図っていく必要があります。 

「重点施策３ 生活困窮者への支援」では、生活困窮者に早期に対応できる体制構築のため、生

活困窮者連絡調整会議の検討部会として、ひきこもりの方に関する取組も進めていきます。 

「重点施策４ 勤労世代への支援」では、パワーハラスメントに関するセミナーを実施するとと

もに、ハラスメント防止対策に関する情報を市ホームページにて周知しました。 
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第３章 いのち支える自殺対策における取組 
 

１ 基本施策 

 

（１）地域におけるネットワークの強化 

市全体で自殺対策を推進するため、庁内及び関係機関との連携及びネットワークの強化を図りま

す。また、様々な事業目的に応じて地域に展開しているネットワーク等を活用し、自殺対策に資す

る取組が進められるよう、連携強化に努めます。 

取組指標 
実績 目標値 

令和４年度(2022 年度) 令和 10 年度(2028 年度) 

自殺対策関連庁内及び関係機関との連携会議
の開催数 

５回 ８回 

《具体的な取組例》 

○吹田市自殺対策推進庁内会議の開催 

○吹田市自殺対策推進懇談会の開催 

○自殺対策推進関係機関連絡会（警察・消防・医療機関）の開催 

○自殺対策推進大学・高校連絡会の開催 

○生活困窮者連絡調整会議等 

 

（２）自殺対策を支える人材の育成 

自殺対策の推進にあたっては「多くの人が関わる」支援環境づくりが重要です。日常生活におい

て様々な問題や悩みを抱える人が出すサインに早期に気づき、必要な支援が行われるよう適切に対

処するといった「ゲートキーパー」としての役割を、様々な場面で多くの人が実践できるようなま

ちを目指し、そのための人材の育成に取り組みます。 

取組指標 
実績 目標値 

令和４年度(2022 年度) 令和 10 年度(2028 年度) 

ゲートキーパー研修等人材育成研修の受講者 363 人 500 人 

《具体的な取組例》 

○市職員への人材育成 

○教職員への人材育成 

○様々な分野におけるゲートキーパーの養成等 
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（３）市民への啓発と周知 

自殺についての基本的な認識や心の健康づくりについて、幅広い分野においてあらゆる機会を捉

えて、積極的に普及啓発に取り組みます。また、基本法第７条で定められた自殺予防週間（９月 10

日から９月 16日まで）や自殺対策強化月間（３月）には、全庁的な体制で、広く市全体を対象とし

た普及啓発に積極的に取り組みます。 

取組指標 
実績 目標値 

令和４年度(2022 年度) 令和 10 年度(2028 年度) 

こころの体温計のアクセス数 3,895 回 5,000 回 

市民意識調査で「悩みやつらい気持ちを受け
止めてくれる人」が「いない」と回答した者
の割合 

14.0％（※） 10％以下 

   ※市民意識調査の実績は参考値として令和５年度（2023 年度）実施分を掲載。 

《具体的な取組例》 

○自殺予防週間と自殺対策強化月間での啓発 

○啓発媒体やインターネットを活用した普及啓発 

○ハラスメントに関する啓発等 

 

（４）生きることの促進要因への支援 

市民の「生きることの阻害要因」を減らす取組に加えて、「生きることの促進要因」を増やす取組

を行い、双方の取組を通じて自殺リスクを低下させる方向で、その推進に取り組みます。 

取組指標 
実績 目標値 

令和４年度(2022 年度) 令和 10 年度(2028 年度) 

「生きることの促進要因」を支援する取組 実施 実施 

《具体的な取組例》 

○ＳＯＳの出し方に関する教育の推進 

○スクールソーシャルワーカーの設置拡充 

○産婦への支援 

○乳児のいる家庭への支援 

○自殺対策に資する居場所づくりの推進 

○遺された者への支援 

○自殺未遂者への支援等 
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２ 重点施策 

本計画における自殺対策は、「生きることの包括的な支援」の体制を整備することにより、社会全

体の自殺のリスクの低下を図るものです。 

自殺総合対策推進センターが作成した地域自殺実態プロファイルのデータ等に基づき、年代や、

その背景にある主なリスク要因等をみながら、本市における自殺の特性についての分類・整理をし、

それを基に重点分野を定めて対策に取り組みます。 

 

（１）子供・若者への支援 

本市の自殺者数の年代別構成比では、大阪府・全国に比べ、20 歳未満・20歳代の割合が高く、プ

ロファイルにおいても、20 歳未満の自殺死亡率のランクが全国上位 10～20％となっており、若年

層の自殺対策が課題となっています。 

子供・若者については、ライフステージ（学校の各段階）や立場（学校や社会とのつながりの有

無等）、自殺に追い込まれている事情も異なっていることから、支援を必要とする若者が漏れない

よう、それぞれの集団の置かれている状況に沿った施策を実施します。 

《主な具体的な取組》 

取組の柱７ 子供・若者の自殺対策をさらに推進する（49ページ） 

 

（２）高齢者への支援 

本市に関するプロファイルのデータによると、60歳以上の男性無職者が自殺者の特性上位５区分

の第２位となっています。また、本市の自殺者数（H30-R4）では、60歳以上の自殺者数の占める割

合は約３割となっています。 

全国や大阪府よりも占める割合は低いですが、高齢者は、配偶者との離別・死別や退職等により

役割を喪失する等、孤立のリスクを抱える恐れがあります。閉じこもりやうつ状態になることを予

防することが、介護予防の観点からも必要であり、地域の中で生きがい・役割を持って生活できる

地域づくりを推進します。 

《主な具体的な取組》 

取組の柱５ 社会全体の自殺リスクを低下させる 

（３）自殺対策に資する居場所づくりの推進（46ページ） 

 



 

34 

 

（３）生活困窮者への支援 

本市に関するプロファイルのデータによると、自殺者の特性上位５区分第２位の 60 歳以上の男

性無職者と同４位の 40～59 歳の男性無職者について、背景にある主な自殺の危機経路では失業や

退職による生活苦があげられています。また、本市の自殺者の職業（H30-R4）では学生・生徒等を

除く「年金・雇用保険等生活者」等の無職者の割合が約５割となっています。 

複合的な課題を抱える生活困窮者の中に自殺リスクを抱えている人が少なくない実情を踏まえ

て、生活困窮者自立支援法に基づく自立相談支援事業において包括的な支援を行う関係機関等とも

緊密に連携し、効果的かつ効率的な支援を推進します。 

《主な具体的な取組》 

取組の柱５ 社会全体の自殺リスクを低下させる 

（２）ひきこもり、虐待、生活困窮者、ひとり親家庭、 

性的マイノリティの方等に対する支援    （43 ページ） 

 

（４）勤労世代への支援 

本市に関するプロファイルのデータによると、40～59 歳の男性有職者が自殺者の特性上位５区分

の第１位となっており、有職者の自殺の内訳では「被雇用者・勤め人」の割合が約９割となってい

ます。 

勤労世代は、自殺の原因となり得る様々なストレスについて、ストレス要因の軽減やストレスへ

の適切な対応など心の健康の保持・増進に加えて、過重労働やハラスメントの対策など、職場にお

けるメンタルヘルス対策の充実を図ります。 

《主な具体的な取組》 

取組の柱８ 勤務問題による自殺対策をさらに推進する（54 ページ） 

 

（５）女性への支援 

本市の令和４年（2022 年）の自殺者数のうち、女性の占める割合は約４割弱となっています。ま

た、プロファイルのデータによると、自殺未遂歴の有無別自殺者数（H29-R3 年合計）では、男性は

18.0％、女性は 33.7％が自殺未遂有となっており、男性よりも高くなっています。 

女性は、女性特有の妊娠や出産後の身体的・精神的な悩み、育児不安等への心身のケアや育児の

サポート等により、安心して出産・子育てができる支援体制を強化することに加え、雇用問題や配

偶者等からの暴力等、様々な困難・課題を抱える女性に必要な支援が十分に行き渡るよう取組を推

進します。 

《主な具体的な取組》 

取組の柱９ 女性の自殺対策をさらに推進する（55 ページ） 
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３ 生きる支援関連施策 
 

取組の柱１ 一人ひとりの気づきと見守りを促す 

 

 

《取組の方針》 

（１）自殺予防週間と自殺対策強化月間の実施を含む普及啓発の強化 

○自殺予防週間（９月 10日から 16日まで）及び自殺対策強化月間（３月）に、市報やホームペー

ジ、ＳＮＳ等を活用し、自殺予防に関する啓発や相談窓口等についての周知を図り、悩みを抱え

た人が必要な支援を受けることができるよう、積極的に普及啓発します。 

 

（２）自殺や自殺関連事象等に関する正しい知識の普及、うつ病等についての普及啓発の推進 

○「自殺は、その多くが追い込まれた末の死である」「自殺対策とは、生きることの支援である」と

いう自殺対策における基本理念について、正しい知識の普及を推進します。 

○うつ病等の精神疾患やメンタルヘルスに関する正しい知識の普及を行い、早期相談・早期受診を

促進します。 

 

 

《具体的な取組（主な事業を抜粋）》 

（１）自殺予防週間と自殺対策強化月間の実施を含む普及啓発の強化 

事業名 事業概要 担当課等 

自殺予防週間と自殺対

策強化月間での啓発 

自殺予防週間、自殺対策強化月間に合わせた市報

やホームページでの啓発記事の掲載、懸垂幕の設

置等 

地域保健課 

各種相談窓口のリーフ

レット配架 

各種相談窓口などを掲載したリーフレット等の常

設 
地域保健課 

自殺対策啓発リーフレ

ットの配架 
自殺対策啓発リーフレットや啓発媒体の配布 地域保健課 

自殺対策の啓発情報の

発信（インターネット） 
自殺対策の啓発情報の発信 地域保健課 
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（２）自殺や自殺関連事象等に関する正しい知識の普及、うつ病等についての普及啓発の推進 

事業名 事業概要 担当課等 

人権啓発事業 
市民の人権意識を高めるため、講演会やパネル展

の開催等を実施 
人権政策室 

こころの体温計 
メンタルヘルスのセルフチェックができるシステ

ムを市ホームページに公開 
地域保健課 

市民講座 市民向け自殺対策関連講座の開催 地域保健課 

図書館における生きる支

援に関連する図書コーナ

ーの設置 

図書館における生きる支援に関連する図書コーナ

ーの設置 
各市立図書館 

図書等の貸出閲覧 
図書、雑誌、新聞、ＣＤ、ＤＶＤ等の貸出及び閲覧

（ただし、ＡⅤ資料の閲覧は一部の館を除く） 
各市立図書館 

ポスターによる啓発 
自殺対策に関するポスターを薬局等に掲示し、普

及啓発を図る 
吹田市薬剤師会 

 

 



 

37 

 

 

取組の柱２ 
自殺対策に関わる人材の確保、養成及び資質の向上、 

連携の推進を図る 
 

 

《取組の方針》 

（１）市職員の資質向上、教職員に対する普及啓発等 

○様々な分野において生きることの包括的な支援に関わっている市職員等に対して自殺対策教育

や研修等を実施し、自殺対策に関わる人材として確保、養成します。 

〇児童生徒と日々接している教職員や学生相談に関わる大学等の教職員に対し、資質向上のための 

研修等を実施し、教職員の理解を促進します。 

 

（２）民間支援機関などを含めた様々な分野でのゲートキーパーの養成 

○周囲の人の自殺の危険を示すサインに気づき、声をかけ、話を聞き、必要に応じて専門の相談機

関につなぎ、見守ったりする「ゲートキーパー」の役割を担う人材の養成を促進します。 

 

（３）地域における連携体制の確立 

○地域における様々な活動において、自殺等の兆候を事前に察知した場合等の支援について適切な

連携体制の確立を図ります。 

 

 

 

《具体的な取組（主な事業を抜粋）》 

（１）市職員の資質向上、教職員に対する普及啓発等 

事業名 事業概要 担当課等 

市職員向けゲートキー

パー研修 
市職員向けに傾聴等の研修を開催 

人事室 

地域保健課 

教員向けゲートキーパ

ー研修 
教員向けにＳＯＳの受け止め方等の研修を開催 

地域保健課 

教育センター 

 

（２）民間支援機関などを含めた様々な分野でのゲートキーパーの養成 

事業名 事業概要 担当課等 

ゲートキーパー研修等

人材育成研修 

自殺予防の普及啓発及びゲートキーパー研修や講

演会の開催等 
地域保健課 

薬剤師を対象とした自

殺予防研修会への参加 

行政機関等が主催する薬剤師を対象とした自殺予

防研修会やゲートキーパー事業に参加し、自殺の

危機にある者に対する対応能力の向上を図る 

吹田市薬剤師会 

 

 



 

38 

 

（３）地域における連携体制の確立 

事業名 事業概要 担当課等 

ボランティアコーディ

ネーターの配置 

ボランティアに参加したい市民が各種のボランテ

ィア活動に参画できるようコーディネート等を実

施 

福祉総務室 

民生委員・児童委員活動

補助 

民生委員・児童委員の活動を支援するために、吹田

市民生・児童委員協議会に対し補助金を交付 
福祉総務室 

コミュニティソーシャ

ルワーカー（ＣＳＷ）の

配置 

地域とのつながりの希薄化により社会的孤立状態

にある人等に対して、訪問などにより必要な支援

につなげるためのアプローチを行う他、地域住民

活動の整備等を通じて地域の総合相談・支援のた

めのネットワークを構築する 

福祉総務室 

認知症サポーター養成

事業 

認知症の人やその家族を支援する認知症サポータ

ー並びに養成講座の講師役となる認知症キャラバ

ン・メイトを養成 

高齢福祉室 

介護予防事業（地域介護

予防活動支援事業） 

介護予防についての基本的な知識と、吹田市の高

齢化の概要を理解し、地域で介護予防の普及活動

を担う介護予防推進員の養成、地域での介護予防

活動ができるよう支援等を実施 

高齢福祉室 

吹田市こころサポータ

ー養成講座 

メンタルヘルスや精神疾患への正しい知識を持

ち、地域や職域でメンタルヘルスの問題を抱える

人や家族に対してできる範囲で手助けをする人を

養成 

障がい福祉室 

すいた健康サポーター

事業 

健康づくりの知識や手法を学び、自らの健康づく

りに努めるとともに、家族や友人等への啓発をは

じめ、地域活動等における予防啓発活動を推進す

る「すいた健康サポーター」を養成し、地域に根差

した健康づくりを推進 

成人保健課 

薬局来局者への対応 

薬局へ来局した者の表情、服薬状況等を確認し、気

になる人には声掛けや傾聴を行う。また、必要に応

じて家族への連絡等の調整を行う 

吹田市薬剤師会 

(各薬局での取

組例) 



 

39 

 

取組の柱３ 心の健康を支援する環境を整備する 

 

 

《取組の方針》 

（１）地域における心の健康づくり推進体制の整備  

〇自殺の原因となる様々なストレスについて、ストレス要因の軽減、ストレスへの適切な対応など、

心の健康の保持・増進のため、職場、地域、学校等における相談体制の充実を図るとともに、相

談機関の周知を図ります。 

〇地域における居場所づくりを通じて、高齢者等の生きがいづくりを推進します。 

 

 

（２）遺族等の総合的な支援ニーズに対する情報提供の推進等 

○自死遺族のための各種相談窓口や必要な手続等、遺族等が必要とする支援策等に係る情報提供を

推進します。 

 

 

（３）大規模災害における被災者の心のケア等の推進 

○大規模災害の被災者に対しては、孤立防止や心のケアに加えて生活再建等の支援が必要であるこ

とから、発災直後から中長期にわたり、生活上の不安や悩みに対する相談や実務的な支援と心の

ケアとの連携強化が図れるように努めます。また、災害現場では支援者も惨事ストレスを受ける

恐れがあるため、活動する支援者の心のケアに関する対策を講じます。 

 

 

《具体的な取組（主な事業を抜粋）》 

（１）地域における心の健康づくり推進体制の整備  

事業名 事業概要 担当課等 

総合生活相談事業 

地域社会に密着し、生活上の様々な課題に対して

住民に寄り添い、住民の生活状況に応じて自立を

支援 

交流活動館 

高齢者生きがい対策事業 

高齢者生きがい活動センターやふれあい交流サロ

ン等で、高齢者の健康の増進、教養の向上、社会参

加の促進及び福祉の増進を図る 

高齢福祉室 

健康相談 
市民向けに、健康相談を実施し、適切な指導助言を

実施 
成人保健課 

こころの健康相談 
精神科嘱託医・相談員・保健師等による心の健康相

談を実施 
地域保健課 
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（２）遺族等の総合的な支援ニーズに対する情報提供の推進等 

事業名 事業概要 担当課等 

こころの健康相談 

【再掲】 

精神科嘱託医・相談員・保健師等による心の健康相

談を実施。必要に応じて大阪府の専門相談の紹介

やわかちあいの会の紹介を行う 

地域保健課 

 

（３）大規模災害における被災者の心のケア等の推進 

事業名 事業概要 担当課等 

地域防災リーダー養成

事業(仮称) 

災害時に示すストレス反応への対応を学び、避難

所運営マニュアル等に反映 
危機管理室 

子供のための心理的応

急処置 

災害などの緊急時に、ストレスを抱えた子供の心

の応急手当をセーブ・ザ・チルドレンとの協定のも

と実施 

危機管理室 

協定に基づく災害遺族

のグリーフケア＊ 

「災害に強いまちづくりにおける連携協定（大和

大学）」に基づき、「災害死亡者家族支援」「遺族に

対する心理的支援」を実施 

危機管理室 

（大和大学と協

定） 

災害時の男女共同参画 

センター相談事業 

災害時の女性を対象とした悩みや法律に関する相

談事業や男性を対象とした悩みに関する電話相談

事業を実施 

男女共同参画セ

ンター 

災害時の心のケア 災害時の心のケアを実施 地域保健課 

＊グリーフケア：身近な人との死別を経験し、悲嘆に暮れる人の悲しみに寄り添い、支援すること。 
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取組の柱４ 適切な精神保健医療福祉サービスを受けられるようにする 

 

 

《取組の方針》 

（１）精神科医療、保健、福祉等の連動性の向上 

○地域の精神科医療機関を含めた保健・医療・福祉等の関係機関・関係団体等のネットワークの構

築を促進し、適切な精神科医療や精神保健福祉サービスが受けられるように努めます。 

 

 

（２）うつ病やその他精神疾患等によるハイリスク者の早期発見及び対策の推進 

○各種健康診査や健康相談等の機会を活用することにより、うつ病やその他精神疾患等によるハイ

リスク者の把握に努め、適切な支援につながるための取組を推進します。 

 

 

《具体的な取組（主な事業を抜粋）》 

（１）精神科医療、保健、福祉等の連動性の向上 

事業名 事業概要 担当課等 

精神障がいにも対応し

た地域包括ケアシステ

ム専門部会 

精神障がい者が地域で安心して生活できるよう、

保健・医療・福祉等の関係機関のネットワークを構

築する 

障がい福祉室 

地域保健課 

医療機関との連携 
精神科門前薬局において、診療所との連絡を密に

取り、対応の強化に努める 

吹田市薬剤師会 

（薬局での取組

例） 

 

（２）うつ病やその他精神疾患等によるハイリスク者の早期発見及び対策の推進 

事業名 事業概要 担当課等 

児童の発達に関する相

談 

専任の相談員を配置して、児童の発達に関わる

様々な相談を実施 

地域支援センタ

ー 

介護予防事業（介護予防

普及啓発事業） 
介護予防のための教室、講演会等の実施 高齢福祉室 

各種健（検）診 
各種健康診査やがん検診等を実施し、生活習慣病

やがん等の早期発見、早期治療につなげる 
成人保健課 

健康教室・健康情報拠点

推進事業  

市民向けに生活習慣病等の予防に向けた啓発や講

演会等の実施 
成人保健課 

産婦健康診査事業 
産後８週６日以内の産婦を対象に、エジンバラ産

後うつ病の質問を含む産婦健診を実施 
母子保健課 

依存症地域支援 

ネットワーク強化事業 

関係機関職員に対して、依存症に関する理解促進・

支援技術の向上・ネットワークの構築を目的とし

た研修会を実施 

地域保健課 
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取組の柱５ 社会全体の自殺リスクを低下させる 

 

《取組の方針》 

（１）相談体制の充実と相談窓口情報等の分かりやすい発信 

〇制度の狭間にある人や複合的な課題を抱え自ら相談に行くことが困難な人なども含めて、関係機

関の協働による包括的な相談体制づくりを進めます。 

〇ＳＮＳや新たなコミュニケーションツールを活用し、自殺予防週間や自殺対策強化月間等の機会

を捉え、広く周知を行います。 

 

 

（２）ひきこもり、虐待、生活困窮者、ひとり親家庭、性的マイノリティの方等に対する支援 

○自殺の背景となり得る様々な問題に対し、包括的な支援を行うとともに、自殺対策に係る関係機

関等とも緊密に連携し効果的な支援を行います。 

○社会や地域の無理解や偏見等が自殺念慮＊を抱える社会的要因の一つであると捉えて、正しい理

解の促進を図ります。 

   ＊自殺念慮：強い感情を伴った自殺に対する思考あるいは観念が精神生活全体を支配し、それが長

期にわたって持続すること。 

 

 

（３）自殺対策に資する居場所づくりの推進 

○地域や関係団体等と連携し、生きづらさを抱えた人や孤立のリスクを抱える恐れのある人が、孤

立する前に地域とつながり、支援につながるよう孤立を防ぐための居場所づくりを推進します。 

 
 

 

《具体的な取組（主な事業を抜粋）》 

（１）相談体制の充実と相談窓口情報等の分かりやすい発信 

事業名 事業概要 担当課等 

滞納整理事業 

市税の納付困難な滞納者について相談を受けると

ともに、多重債務者や生活困窮者を発見した場合

は、生活福祉室等の相談事業へつなげる 

納税課 

多重債務相談 
多重債務を抱える市民向けに、専門の弁護士・司法

書士による相談を実施 
市民総務室 

消費者相談事業 
消費生活相談（商品や役務に関する苦情・処理、契

約トラブルに関する相談等)を実施 
市民総務室 

男女共同参画センター

相談事業 

女性を対象とした悩みや法律に関する相談事業や

男性を対象とした悩みに関する電話相談事業を実

施 

男女共同参画セ

ンター 
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事業名 事業概要 担当課等 

ＤＶ防止対策事業 ＤＶ被害者の相談や保護、自立生活支援の実施 

すいたストップ

ＤＶステーショ

ン（ＤＶ相談室） 

地域子育て支援センタ

ー事業 

保育所及び認定こども園において、乳幼児の保護

者を対象とした育児相談を実施 

子育て政策室 

保育幼稚園室 

包括的支援事業 

（地域包括支援センタ

ー） 

高齢者が住み慣れた地域で暮らしていくことがで

きるよう、福祉・医療・介護等に関する総合相談、

高齢者の権利擁護、地域のネットワークづくり等

を実施 

高齢福祉室 

在宅生活支援事業 高齢者・介護家族への電話相談を実施 高齢福祉室 

高齢者・障がい者に関す

る相談 

高齢者及び障がい者に関する各種の相談、福祉サ

ービスの申請受付け、措置などを総合的に実施 

高齢福祉室 

障がい福祉室 

基幹相談支援センター

事業 
障がい者の相談等の業務を総合的に実施 障がい福祉室 

相談支援事業 

（障がい者相談支援セ

ンター） 

障がい者等が地域において日常生活、社会生活を

安心して送ることができるよう、日常生活・社会生

活に係る相談対応の他、障害者手帳の申請受付等

を実施 

障がい福祉室 

公害の苦情相談 

住民から事業所等に起因する騒音や悪臭等の公害

に関する苦情や相談を受け、問題の早期解決を図

る 

環境保全指導課 

もしもし電話訪問 

吹田市在住のひとり暮らし高齢者で、話し相手が

ほしいという方に、ボランティアが週に１度、安否

確認を兼ねて電話訪問を実施 

社会福祉協議会 

心配ごと相談 
経験豊富な相談員（地域住民）が日常生活の様々な

悩みの相談に対応し、場合に応じてＣＳＷと連携 
社会福祉協議会 

 

（２）ひきこもり、虐待、生活困窮者、ひとり親家庭、性的マイノリティの方等に対する支援 

事業名 事業概要 担当課等 

消費者安全確保事業 
特殊詐欺被害防止のため、防犯機能付電話機等購

入補助を実施 
市民総務室 

ＤＶ防止ネットワーク 

会議 

配偶者等からの暴力の防止及びＤＶ被害者の保

護・支援を総合的かつ円滑に行うため関係機関等

のネットワークを構築し、ＤＶ防止対策の推進を

図る 

人権政策室 

人権擁護活動事業 

基本的人権の侵害に対する救済措置、人権に関す

る相談や啓発等の人権擁護委員の活動が円滑に行

えるよう支援 

人権政策室 

人権推進事業 

（パートナーシップ宣

誓証明制度） 

一方又は双方が性的マイノリティ当事者である二

人が、互いを人生のパートナーとし、日常生活にお

いて協力し合う関係であると宣誓した事実を市が

公に証明する制度 

人権政策室 
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事業名 事業概要 担当課等 

人権ケースワーク事業 

人権侵害を受け、又は受ける恐れのある市民が自

らの判断で課題解決できるように、適切な助言や

情報提供等を実施 

交流活動館 

市民向け講座 
性別による生きづらさからのストレス解消や予防

を目的とした講座を実施 

男女共同参画セ

ンター 

地域就労支援事業 

若年者や障がい者、ひとり親家庭の親などの就職

困難者や求職者に対して、相談やスキルの習得な

どの就労支援を実施 

地域経済振興室 

ニート・ひきこもり就労

相談 

様々な要因によって社会的な参加が困難となり、

自宅以外での生活の場が長期にわたって失われ、

社会参加の機会を失っている市民やその家族に対

して、相談・助言を実施 

地域経済振興室 

ひとり親家庭相談・就業 

相談 

母子・父子自立支援員及び就業支援専門員を配置 

し、ひとり親家庭の方の生活上の悩みの相談、離婚 

前の相談、貸付金の相談 、就職や転職、資格取得

等の支援に関する助言や情報提供を実施 

子育て給付課 

ひとり親家庭医療費助

成事業 

離婚等により 18 歳（18 歳に達する日以後の最初の

３月 31 日）までの児童を監護・養育しているひと

り親等に医療費の自己負担分の一部を助成 

子育て給付課 

養育費・親子交流相談等 

子供のための養育費の取り決めに係る公正証書等 

の作成費用の一部助成、専門相談員による 養育費 

や離れて暮らす親との親子交流（面会交流につい 

ての相談を実施 

子育て給付課 

ひとり親家庭就業支援 

就業支援専門員がひとり親家庭の母及び父等の

個々の状況に応じた自立支援プログラムを策定

し、公共職業安定所等の関係機関と連携しながら 

継続的な就業支援を行う。また、経済的自立に効果 

的な資格を取得する場合や対象講座を受講した場 

合に給付金を支給 

子育て給付課 

母子父子寡婦福祉資金

貸付金事業 

ひとり親家庭等を対象に子供の修学や就学支度、 

親自身の技能習得等に必要な資金を貸付 
子育て給付課 

ひとり親家庭等生活支

援 

ひとり親家庭の母及び父等が病気等の理由により 

日常生活を営むのに支障が生じているときに、家 

庭生活支援員（ヘルパー）を派遣し、家事や育児等 

の支援を行う。また、すいたファミリー・サポート・ 

センター相互援助活動を利用した際に援助会員に 

支払った報酬（利用料）の一部を助成 

子育て給付課 

児童虐待防止対策事業 児童虐待などの家庭児童相談への対応 家庭児童相談室 

保護司活動補助 
保護司の活動を支援するために、吹田地区保護司

会に対し補助金を交付 
福祉総務室 
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事業名 事業概要 担当課等 

生活保護施行に関する

事務 

生活に困窮する方に対し、その困窮の程度に応じ

て必要な各種扶助を行い、健康で文化的な最低限

度の生活を保障するとともに、自立の助長を行う

（生活・住宅・教育・介護・医療・出産・生業・葬

祭扶助） 

生活福祉室 

生活困窮者自立 

支援連絡調整会議 

生活困窮者への自立支援を円滑かつ適正に行うた

めに、関係機関から意見又は助言を聴取し、支援内

容の共有、役割調整等について協議する 

生活福祉室 

生活困窮者自立支援事

業 

生活困窮者からの相談に対し、課題を整理して、課

題の解決に向けた必要な支援につなげる。住居確

保の支援やホームレスの方への生活支援、仕事を

探している方への就労支援等も実施 

生活福祉室 

包括的支援事業 

（地域包括支援センタ

ー）【再掲】 

高齢者虐待対応を含む権利擁護に関する相談に対

して、地域包括支援センターと連携して支援を実

施 

高齢福祉室 

在宅生活支援事業（救急

医療情報キット配布事

業） 

おおむね 65 歳以上のひとり暮らし高齢者等に対

し、病気や災害時に迅速に救急活動を受けられる

よう、救急医療情報キットを配布 

高齢福祉室 

認知症高齢者見守り事

業 
徘徊高齢者ＳＯＳネットワークの普及啓発を実施 高齢福祉室 

高齢者在宅福祉サービ

ス事業 

在宅高齢者に対して、日常生活用具に係る給付や

緊急通報システムの整備等の福祉サービスを実施 
高齢福祉室 

福祉の措置事業 養護老人ホームへの入所措置等を実施 高齢福祉室 

介護予防・生活支援サー

ビス事業 

生活機能が低下した要支援認定者、基本チェック

リスト該当者に対し、訪問や通所によるサービス

を提供し、自立生活の支援を実施 

高齢福祉室 

介護予防事業（地域リハ

ビリテーション活動支

援事業） 

リハビリテーション専門職による高齢者の自立の

支援 
高齢福祉室 

成年後見制度利用支援

事業 

判断能力が十分でない高齢者・障がい者の成年後

見等開始の審判申立てに係る費用等を助成 

高齢福祉室 

障がい福祉室 

障がい福祉サービスに

関する支給決定事務 

障がい者、又は障がい児の保護者から相談、申請の

あった各種障がい福祉サービスの利用について、

利用可否の決定を行う 

障がい福祉室 

障害者虐待防止対策支

援事業 

障がいのある方への虐待に関する通報及び届出の

受理を行い、安全確認や対応を協議し、支援を行

う。 

障がい福祉室 

保険料の納付相談、減免 
納付困難者の納付相談を受けるとともに、必要に

応じて減免制度を案内し申請の受付を行う 
国民健康保険課 

後期高齢者医療保険に

関する減免受付 

必要に応じて後期高齢者医療保険料の減免制度に

ついて案内し申請の受付を行う 
国民健康保険課 
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事業名 事業概要 担当課等 

市営住宅への優先枠の

確保 

市営住宅の募集時における子育て・ひとり親世帯

等向けの優先枠を確保 
住宅政策室 

図書等の特設展示 人権や教育などテーマに合わせた図書等の提示 各市立図書館 

生活福祉資金・緊急小口

資金の貸付 

民生委員の協力や生活困窮者自立支援センターと

の連携により、資金の貸付が必要な世帯へ相談支

援を行う 

社会福祉協議会 

日常生活自立支援事業 

認知症や知的、精神の障がいにより金銭管理が困

難な者の通帳を預かり、金銭管理や福祉サービス

の利用援助を行う 

社会福祉協議会 

吹田しあわせネットワ

ーク（生活困窮レスキュ

ー事業） 

吹田市社協施設連絡会が大阪府社協とともに実施

するもので、生活困窮に陥った世帯を訪問し、緊急

時の相談支援と必要に応じて物品支援や経済的支

援を実施。場合に応じてＣＳＷと連携 

社会福祉協議会 

 

（３）自殺対策に資する居場所づくりの推進 

事業名 事業概要 担当課等 

各種スポーツ教室 
幼児から高齢者までを対象とした各種スポーツ教

室を市民体育館等で実施 

文化スポーツ推

進室 

各種スポーツ行事 地域住民を対象とした各種スポーツ行事を実施 
文化スポーツ推

進室 

学校体育施設開放事業 

主に地域住民で構成されたスポーツ団体への場所

貸し及び地域住民を対象とした各種スポーツ教室

の実施 

文化スポーツ推

進室 

子育て広場助成事業 

子育ての負担感を軽減するため、乳幼児及びその

親が気軽に集い、交流し、子育ての喜び及び楽しみ

を共有できる場を設け、子育てに関する相談その

他の子育て支援に係る事業を行う団体に補助金を

交付 

子育て政策室 

生活困窮者自立支援事

業（子どもの学習支援事

業） 

子ども健全育成生活支援員が家庭訪問等により、

困難を抱える家庭の生活指導、不登校やひきこも

り状態の子供への働きかけ、高校進学や奨学金に

関する支援等を行うとともに、中学生を対象とし

た、無料の学習支援教室を実施 

生活福祉室 

高齢者生きがい対策事

業【再掲】 

高齢者生きがい活動センターやふれあい交流サロ

ン等で、高齢者の健康の増進、教養の向上、社会参

加の促進及び福祉の増進を図る 

高齢福祉室 

高齢者生活支援体制整

備事業 

広域型及び地域型生活支援コーディネーターを配

置し、高齢者の社会参加と生活支援の充実等の地

域づくりの推進 

高齢福祉室 
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事業名 事業概要 担当課等 

地域活動支援センター

機能強化事業 

障がい者等に創作活動や生産活動の場、社会との

交流の機会を提供するとともに相談対応も実施                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                              
障がい福祉室 

図書館主催事業 
読み聞かせや教養、運動など、対象者の年齢等に合

わせた講座・講演会の開催 
各市立図書館 

図書館フレンズ等ボラ

ンティア活動 

行事開催の補助や館内装飾等の活動を行う図書館

フレンズなど、図書館主催事業や対面朗読、録音図

書の製作などの障がい者サービスに係るボランテ

ィア活動の支援 

各市立図書館 

当事者家族への支援 
認知症家族の会、高次脳機能障がい者家族交流会

を他機関とともに支援  
社会福祉協議会 

コミュニティサロン 

使用済みの切手の整理やプルタブの選別など初め

て活動する方でも気軽にできるボランティア活動

のサロンを開催 

社会福祉協議会 

小地域ネットワーク活

動 

地区福祉委員会が主体となって、地域で顔を合わ

せる様々な機会をつくることによって、地域住民

が孤立をすることがないよう地域住民同士の支え

合い活動を推進 

社会福祉協議会 
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取組の柱６ 自殺未遂者の再度の自殺企図を防ぐ 

 

 

《取組の方針》 

（１）医療と地域の連携推進による包括的な未遂者支援の強化  

○地域の救急医療機関や警察、消防と連携し、自殺未遂者の再度の自殺企図を防ぐための対策を強

化します。 

 

（２）家族等の身近な支援者に対する支援 

○自殺未遂者の再企図を防ぐため、自殺未遂の背景となった問題を解決するための包括的な支援を

実施します。 

 

 

《具体的な取組（主な事業を抜粋）》 

（１）医療と地域の連携推進による包括的な未遂者支援の強化  

事業名 事業概要 担当課等 

自殺対策推進関係機関

連絡会（警察・消防・医

療機関） 

自殺未遂者の初期対応や治療にあたる警察、消防、

救急医療機関等の関係機関のネットワークの強化

を図る 

地域保健課 

自殺未遂者相談支援事

業 

市内で発生した自殺未遂に対し、警察が初期対応

を行った際に本人や家族に相談の同意確認を行

い、その後、保健所が相談対応を実施 

地域保健課 

薬剤師を対象とした自

殺予防研修会への参加 

【再掲】 

行政機関等が主催する薬剤師を対象とした自殺予

防研修会やゲートキーパー事業に参加し、自殺の

危機にある者に対する対応能力の向上を図る 

吹田市薬剤師会 

 

（２）家族等の身近な支援者に対する支援 

事業名 事業概要 担当課等 

自殺未遂者相談支援事

業【再掲】 

市内で発生した自殺未遂に対し、警察が初期対応

を行った際に本人や家族に相談の同意確認を行

い、その後、保健所が相談対応を実施 

地域保健課 

 

 

 



 

49 

 

 

取組の柱７ 子供・若者の自殺対策をさらに推進する 

 

 

《取組の方針》 

（１）児童・生徒等への支援の充実 

〇いじめは決して許されないことであり、「どの子供にも、どの学校でも起こり得る」ものであるこ

とを理解し、いじめの兆候を把握して適切に対応します。 

〇学習用端末の活用等によるリスクの早期発見、見守り等の取組を推進します。 

〇スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等、学校における相談体制の充実を図りま

す。 

〇不登校の子供への支援について、学校内外における居場所の確保を含めた相談体制の充実を図り

ます。 

 
 

（２）ＳＯＳの出し方に関する教育等の推進 

○児童・生徒が命や暮らしの危機に直面したとき、誰にどうやって助けを求めればよいかの具体的

かつ実践的な方法を学ぶと同時に、つらいときや苦しいときには助けを求めてもよいということ

を学ぶ教育（ＳＯＳの出し方に関する教育）を推進します。 

○児童・生徒と日々接している教職員等に対し、大人が子供のＳＯＳを察知し、どのように受け止

めて適切な支援につなげるかについての対応を普及啓発します。 

 
 

（３）子供への支援の充実 

〇子供の貧困や児童虐待防止対策等、自殺のリスク要因となり得る様々な困難を抱える子供たちへ

の支援を推進します。 

 
 

（４）若者への支援の充実 

〇支援を必要としている若者が、簡単に適切な支援や相談機関に関する情報を得ることができるよ

うにするため、ＳＮＳも活用しながら周知を図ります。 

 
 

（５）子供・若者の自殺対策を推進するための体制整備 

○「第２次吹田市子供の夢・未来応援施策基本方針」と連動しながら、喫緊の課題として子供・若

者の自殺対策を推進するための連携体制の整備を図ります。 
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《具体的な取組（主な事業を抜粋）》 

（１）児童・生徒等への支援の充実 

事業名 事業概要 担当課等 

就学に関する事業 
支援や配慮を要する児童・生徒に対し、関係機関と

協力して相談を実施 
学務課 

就学援助及び特別支援

教育就学奨励事業 

経済的理由により、就学困難な児童・生徒等に対

し、学用品費や学校給食費など学校に必要な費用

を援助 

学務課 

高等学校等学習支援金

支給事業 

経済的理由により、修学が困難な生徒等に対し、学

習用図書の購入費用を支給 
学務課 

生徒指導推進事業 
全中学校の代表にいじめ等についての主張の場を

提供し、生徒指導の推進を図る 
学校教育室 

スクールソーシャルワ

ーカー 

中学校区単位で配置のスクールソーシャルワーカ

ーの拡充を図る 
学校教育室 

子どもサポートチーム

事業 

スクールソーシャルワーカーを含むサポートチー

ムがいじめ等個別課題を有する児童・生徒に支援

を行う 

学校教育室 

学習用端末を活用した

相談ツールの活用 

ＧＩＧＡスクール構想に基づく一人１台端末を活

用した相談ツールの活用 
学校教育室 

校内教育支援教室 校内教育支援教室を設置 学校教育室 

来所・電話相談事業 

（教育相談） 

不登校や発達課題、いじめ等の不安や悩みを持つ

満３歳から 18歳までの者とその保護者に対し、来

所相談及び電話相談を行う 

教育センター 

出張教育相談事業 
全小学校に教育相談員を派遣し、幼児・児童・生徒

とその保護者に対する面談を行う 
教育センター 

不登校児童・生徒支援事

業（教育支援教室等） 

不登校児童・生徒の社会的自立及び学校復帰を支

援 
教育センター 

さわやか元気キャンプ 

不登校・不登校傾向にある子供たち（小・中学生）

を対象として、自然体験活動を通じて交流し、社会

性や協調性等を育成することをねらいとして実施 

青少年室 

 

（２）ＳＯＳの出し方に関する教育等の推進 

事業名 事業概要 担当課等 

教員向けゲートキーパ

ー養成研修【再掲】 
教員向けにＳＯＳの受け止め方等の研修を開催 

地域保健課 

教育センター 

キャリア教育 

児童・生徒一人ひとりが自己の個性や生き方、進路の

多様な選択の可能性を理解し、自らの進路を主体的

に選択する能力・態度を育成 

学校教育室 

ＳＯＳの出し方教育 

（いじめ予防授業） 

ＳＯＳの出し方・受け止め方に関する教育の推進、

自己肯定感を高める教育を実施 
教育センター 
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（３）子供への支援の充実 

事業名 事業概要 担当課等 

障がい児通所支援に関

する支給決定事務 

障がい児の保護者から相談、申請のあった各種障

がい児通所支援サービスの利用について、可否決

定を行う 

子育て政策室 

児童会館運営事業 

児童に健全な遊びを提供し、その健康を増進する

ことによって、児童の心身ともに健全な育成を図

る 

子育て政策室 

子供食堂に対する支援 

子供に居場所と食事などを提供し、子供食堂を運

営する地域団体等に対して、開設補助や運営支援

を実施 

子育て政策室 

遺児手当支給事業 
両親が死亡又は重度障がいとなった中学校修了前

の児童の養育者に遺児手当を支給 
子育て給付課 

児童扶養手当給付事業 

離婚等により 18 歳（18 歳に達する日以後の最初の

３月 31 日）までの児童を監護・養育しているひと

り親等に手当を支給 

子育て給付課 

児童虐待防止対策事業 

【再掲】 
児童虐待などの家庭児童相談への対応 家庭児童相談室 

子育て短期支援事業 
家庭における養育が困難になった場合、一定期間、

児童養護施設等で児童を養育 
家庭児童相談室 

子ども見守り家庭訪問

事業 

生後４か月までの乳児がいる家庭に対し、民生委

員・児童委員、主任児童委員等が家庭訪問を行い、

相談や育児情報の提供を実施 

家庭児童相談室 

育児支援家庭訪問事業 

養育に関して支援が必要な家庭に対し、保育士等

の資格を有する育児支援家庭訪問員が訪問し、育

児に関する相談等を実施 

家庭児童相談室 

子育て世帯家事・育児支

援事業 

家事・育児に対して不安や負担を抱える子育て家

庭、妊産婦、ヤングケアラー等がいる家庭の居宅

を、支援員が訪問し、家事・育児等の支援を実施す

ることで虐待リスク等の高まりを未然に防ぐ 

家庭児童相談室 

ヤングケアラー支援 
理解促進のための啓発、学校等との連携により、未

然防止、早期発見、早期支援につなげる 

家庭児童相談室 

教育センター 

青少年室 

発達支援保育事業 
集団保育において発達を促すため障がい児など支

援を要する児童を受け入れる事業を実施 
保育幼稚園室 

こども発達支援センタ

ー事業 

障がいのある児童の心身の発達を促すため、各々

の発達課題に即した療育を実施 

こども発達支援

センター 

児童の発達に関する相

談【再掲】 

専任の相談員を配置して、児童の発達に関わる

様々な相談を実施 

地域支援センタ

ー 

相談支援業務 療育が必要な児童への相談業務を総合的に実施 
地域支援センタ

ー 
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事業名 事業概要 担当課等 

子ども健全育成生活支

援事業 

生活保護世帯の概ね18歳までの子供とその保護者

に対し、子ども健全育成生活支援員が家庭訪問等

により、日常生活、養育、教育、進学等に関する支

援等を実施 

生活福祉室 

こどもプラザ事業（太陽

の広場） 

放課後に小学校の運動場などを活用し、地域ボラ

ンティア見守りのもと、異学年の交流を図り、安

心・安全な居場所や体験活動の場を提供 

青少年室 

こどもプラザ事業 

（地域の学校） 

学校休業日を中心に小学校などで地域の方が持つ

スキルを活用して、子供たちに体験活動の場を提

供 

青少年室 

小学校の校庭開放事業 

各小学校区の青少年対策委員会が土曜日の午前

中、小学校の運動場などで、子供たちが安心・安全

に遊べる居場所を提供 

青少年室 

子ども・若者総合相談セ 

ンター 

子ども・若者総合相談センターとして、困難を有す

る子供・若者（39 歳まで）及びその家族に対し、

相談員が関係機関と連携しながら、アウトリーチ

（訪問）や面談等により自立まで伴走型の支援を

実施 

青少年室 

留守家庭児童育成事業 

保護者が仕事などで保育ができない小学校１年生

から４年生までの児童を対象に、健全な育成を図

る放課後の居場所を提供 

放課後子ども育

成室 

 

（４）若者への支援の充実 

事業名 事業概要 担当課等 

子ども・若者総合相談セ 

ンター【再掲】 

子ども・若者総合相談センターとして、困難を有す 

る子供・若者（39歳まで）及びその家族に対し、 

相談員が関係機関と連携しながら、アウトリーチ 

（訪問）や面談等により自立まで伴走型の支援を 

実施 

青少年室 

青少年交流活動支援業 

務 

青少年又は青少年団体が安心して学び、活動し、交

流できる場を提供 
青少年室 

地域の青少年関係団体

の実施する体験事業 

地域の各種団体で構成する青少年対策委員会や地

域教育協議会などが様々な体験型事業を実施 
青少年室 

子育て・こころの健康相

談 

臨床心理士の資格を持つ専門相談員が乳幼児、青

少年またその保護者を対象に、子育て並びに心の

悩み等に関する相談を毎月２回実施 

青少年クリエイ

ティブセンター 
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（５）子供・若者の自殺対策を推進するための体制整備 

事業名 事業概要 担当課等 

子供の貧困対策に関する

ワーキングチーム 

次世代を担う子供たちの将来がその生まれ育った

環境によって左右されることのないよう、貧困の

解消及び貧困の連鎖を断ち切るための対策を検討

し、子供の貧困対策の推進を図る 

子育て政策室 

児童虐待防止ネットワー

ク会議 

児童虐待等の早期発見及び適切な保護や支援を図

るための情報共有や支援方針等の検討 
家庭児童相談室 

地域子育て支援関係機

関連絡会 

子育ての主体形成や地域で子育てし合う基盤の形

成を目指して、子供支援、子育て支援に関わる機関

や団体が交流や学習をし、有機的な連携を図る 

のびのび子育て

プラザ 

保育幼稚園室 

吹田市域療育等関係機

関連絡会 

障がい、あるいはその疑いのある児童とその家族

の多様なニーズに継続的、かつ総合的に対応する

ため、関係機関相互の連携体制の充実を図る 

こども発達支援

センター 

自殺対策推進大学連絡

会・高校連絡会 

市内の大学や高校と、学生のメンタルヘルスに係

る現状と課題の共有や意見交換を実施 

地域保健課 

青少年室 

子どもサポートチーム事

業 

スクールソーシャルワーカーを含むサポートチー

ムがいじめ等個別課題を有する児童・生徒に支援

を行う 

学校教育室 

子ども・若者支援地域協

議会 

社会生活を円滑に営む上での困難を有する子供及

び若者に対する支援を効果的かつ円滑に行うた

め、支援に関する情報の交換及び支援体制の整備

に関する事項等について協議する 

青少年室 

～ 自己肯定感とは ～ 

 

個人においても社会においても、「生きることの促進要因」より「生きることの阻害要因」が上

回ったときに自殺リスクが高くなります。自己肯定感は「生きることの促進要因」の一つと言わ

れています。 

 

自己肯定感は、以下の二つの側面から捉えることが可能とされています。 

① 勉強やスポーツ等を通じた競い合いなど、自らの力の向上に向けて努力することで得ら

れる達成感などを通じて育まれる「他者評価等に基づく自己肯定感」 

② 自分のアイデンティティに目を向け、自らの望ましくない部分を含めた自分らしさや個性

を冷静に受け止めることで身に付けられる「自己受容に基づく自己肯定感」 

 

何事にも積極的に挑戦し、自らを高めていく姿勢を身に付けることと、「自分らしさ」を見失う

ことなく、リラックスして臨み、自らの力を最大限発揮できるようになることの両方が重要で、

自己肯定感をバランスよく育む取組を推進していくことが求められます。 

 

 
参考： 

竹内健太「子供たちの自己肯定感を育むー教育再生実行会議第十次提言を受けてー」 （立法と調査 

2017.9 №.392） 

文部科学省「自己肯定感を高め、自らの手で未来を切り拓く子供を育む教育の実現に向けた、学校、

家庭、地域の教育力の向上（第十次提言）」 
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取組の柱８ 勤務問題による自殺対策をさらに推進する 

 

《取組の方針》 

（１）長時間労働の是正の推進 

○仕事と生活を両立させ、健康で充実して働き続けることができるよう、労働時間の適正化につい

て啓発します。 

 

 

（２）職場におけるメンタルヘルス対策の推進（パワーハラスメント対策等） 

○職場におけるパワーハラスメント、セクシュアルハラスメント及び妊娠・出産等に関するハラス

メント等の相談窓口を設置し、対策を推進します。 

 

 

《具体的な取組（主な事業を抜粋）》 

（１）長時間労働の是正の推進 

事業名 事業概要 担当課等 

啓発セミナー 
労働関係全般にわたる情報提供として、啓発やセ

ミナーを実施 
地域経済振興室 

ほっとわーくニュース 
市内の勤労者や事業主に向けて、労働関係に有益

な情報をお知らせ 
地域経済振興室 

労働事情調査 
市内事業所の労働条件・雇用条件等の実態を把握

するための基礎調査を実施 
地域経済振興室 

 

（２）職場におけるメンタルヘルス対策の推進（パワーハラスメント対策等） 

事業名 事業概要 担当課等 

労働相談 
賃金、解雇、各種ハラスメント、労災など労働問

題全般の相談を実施 
地域経済振興室 
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取組の柱９ 女性の自殺対策をさらに推進する 

 

 

《取組の方針》 

（１）妊産婦や子育て中の女性への支援の充実  

○妊娠、出産、育児に関する不安や悩み、心身の不調を抱える妊産婦等に対して相談や心身のケア、

育児サポート等を行うとともに、産後うつ病の予防も含めた支援等、安心して子育てができる支

援体制を確保します。 

 

 

（２）困難な問題を抱える女性への支援（就労支援、ＤＶの相談体制の整備等） 

○孤独・孤立で不安を抱える女性、雇用問題に直面する女性、ＤＶや性犯罪・性暴力被害等の様々

な困難な問題を抱える女性に対する相談支援体制を確保します。 

〇令和６年（2024 年）４月施行予定の「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」に基づき、

必要な取組を推進します。 

 

 

《具体的な取組（主な事業を抜粋）》 

（１）妊産婦や子育て中の女性への支援の充実  

事業名 事業概要 担当課等 

助産施設入所事業 
経済的理由により入院助産を受けることができな

い妊産婦に対して、入院出産に係る費用を助成 
子育て給付課 

子育てに関する相談 

専任の相談員を配置して、妊娠期から子育て期に

わたる様々な相談に応じ、情報提供や助言を行う

とともに、必要に応じて適切な子育て関係機関に

つなげる 

のびのび子育て

プラザ 

吹田版ネウボラの推進 

吹田版ネウボラの推進 

（ネウボラとはフィンランド語で「相談・アドバイ

スの場所」を意味する言葉） 

のびのび子育て

プラザ 

母子保健課 

産婦健康診査事業 

【再掲】 

産後８週６日以内の産婦を対象に、エジンバラ産

後うつ病の質問を含む産婦健診を実施 
母子保健課 

妊産婦相談支援事業 

妊産婦に対し、妊娠、出産、育児に関する様々な悩

み等に、専任の保健師、助産師が相談、情報提供を

行うとともに、必要な支援のコーディネートを実

施 

母子保健課 

訪問指導事業 

保健師等が乳幼児（新生児、未熟児、乳幼児健診未

受診児）及び妊産婦に対して家庭訪問を行い、育児

の悩みや必要な保健師指導等を行う 

母子保健課 

産前産後サポート事業 

妊産婦等に対して、家庭や定期的に開催するサロ

ンで助産師等の専門家や子育てサポーターによる

相談支援を行うとともに、子育て経験者やシニア

世代を対象に子育てサポーターを養成し、地域で

の子育て支援の体制構築を図る 

母子保健課 
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事業名 事業概要 担当課等 

産後ケア事業 

家族等から十分な家事・育児等の支援を受けられ

ない出産後１年未満の産婦とその児を対象に医療

機関等で心身のケアや育児サポートを実施 

母子保健課 

産後家事支援事業 

家族等から十分な家事及び育児等の援助が受けら

れない出産後６か月未満の産婦に対し、家事等の

支援を行う 

母子保健課 

多胎児家庭サポート事

業 

多胎児を出産した産後１年未満の産婦に対し、家

事や外出等の支援を行う 
母子保健課 

出産・子育て応援事業 

妊娠届出時と出生届出を行った妊産婦等に伴走型

相談支援と出産育児関連用品の購入等の利用軽減

を図るための経済的支援を一体的に行う 

母子保健課 

乳幼児健診 

４か月児健診、乳児後期健診、１歳６か月児健診、

３歳児健診、経過観察健診等の健診を行い、乳幼児

の成長、発育・発達の確認や養育上の相談を行い、

必要な支援につなげる 

母子保健課 

 

（２）困難な問題を抱える女性への支援（就労支援、ＤＶの相談体制の整備等） 

事業名 事業概要 担当課等 

男女共同参画センター

相談事業【再掲】 

電話相談、悩みの相談、ＤＶ相談、法律相談など、

女性の様々な悩みを受け付ける中で、必要なもの

については適切に専門部署につなげる 

男女共同参画

センター 

ＤＶ防止対策事業 

【再掲】 
ＤＶ被害者の相談や保護、自立生活支援の実施 

すいたストッ

プＤＶステー

ション（ＤＶ相

談室） 
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資料編 
 

１ 本計画と関連する法律及び計画等 

 

（１）自殺対策基本法（基本法）（平成 18 年（2006 年）６月 21日公布） 

自殺対策に関し、基本理念を定め、及び国、地方公共団体等の責務を明らかにするとともに、自

殺対策の基本となる事項を定めること等により、自殺対策を総合的に推進して、自殺の防止を図り、

あわせて自殺者の親族等に対する支援の充実を図るもの。 

 

（２）自殺総合対策大綱（大綱）（令和４年（2022 年）10月 14 日閣議決定） 

政府が、基本法に基づき、政府が推進すべき自殺対策の指針として定めた大綱。平成 19年（2007

年）６月に策定された後、複数回の見直しを経て、令和４年（2022 年）10月に「自殺総合対策大綱

～誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指して～」が閣議決定された。 

 

（３）大阪府自殺対策計画（令和５年（2023 年）３月策定） 

大阪府が、これまで進めてきた基本指針をより充実させ、「誰もが自殺に追い込まれることのな

い社会の実現」を目指し、自殺対策を総合的かつ効果的に進めていくために定めた計画。計画期間

は令和５年度（2023 年度）から令和 10年度（2028 年度）まで。 

 

 

 

２ 自殺対策に関連するホームページ 

※ＵＲＬはいずれも、令和６年（2024 年）３月現在 

（１）吹田市の自殺予防対策のページ 

 https://www.city.suita.osaka.jp/kenko/1018600/1018634/index.html 

 

（２）厚生労働省の自殺対策のページ 

 https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/seikatsuhogo/jisatsu/index.html 

 

（３）大阪府の自殺対策のページ 

 https://www.pref.osaka.lg.jp/chikikansen/jisatsu_taisaku/index.html 
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３ 市内の自殺対策の相談窓口 

 

（１）電話相談窓口(自殺予防を目的とした電話相談機関) 

相談機関 日 時 電話番号 

吹田市保健所 月曜日～金曜日 ９時 00分～17 時 30 分 06-6339-2227 

こころの健康相談統一 

ダイヤル 

月曜日～金曜日 ９時 30分～17 時 00 分 

18 時 30 分～22時 30 分（※民間団体が対応） 
0570-064-556 

若者専用電話相談（わかぼ

ちダイヤル） 

毎週水曜日（祝日・年末年始を除く） 

９時 30 分～17時 00 分 
06-6607-8814 

大阪府妊産婦こころの相

談センター 

平日（祝日・年末年始除く） 

10 時 00 分～16時 00 分 
0725-57-5225 

関西いのちの電話 24 時間 365 日 06-6309-1121 

大阪自殺防止センター 
金曜日 13時 00 分～日曜日 22時 00 分 

（連続 57時間） 
06-6260-4343 

フリーダイヤル 

「自殺予防いのちの電話」 

毎日 16 時 00 分～21時 00 分 

毎月 10 日 ８時 00 分～翌日８時 00 分（24 時間） 
0120-783-556 

こころの救急箱 
月曜日 19 時 00 分～火曜日３時 00 分(８時間) 

木曜日 19 時 00 分～22時 00 分 
06-6942-9090 

生きづらびっと 
毎日 11 時 00 分～22時 30 分 

（22 時 00 分まで受付） 

ＳＮＳ 

もしくは 

ＷＥＢ 

                                 令和６年（2024 年）１月末現在 

 

（２）自死遺族相談 

相談機関 日 時 電話番号 

自死遺族相談 

（大阪府こころの健康総

合センター） 

ご予約・お問合せ（予約制） 

月曜日～金曜日(祝祭日除く)９時00分～17時45分 

※お電話の際には「自死遺族相談」とお伝えください。 

06-6691-2818 

                                 令和６年（2024 年）１月末現在 

 

（３）その他市役所の各種相談窓口 

多重債務・法律・くらし・税金・国保に関する相談、健康・福祉に関する相談、人権・男女共同

参画に関する相談、労働・雇用・商業に関する相談、子供に関する相談など 
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